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序     文 

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）では、全般的に保健指標は改善傾向にあり

ますが、人口動態及び疫学上の移行期にあり、都市部と地方部の格差の拡大や、家族看護の弱体化、

保健医療サービスの提供及び教育における民間機関の役割の増大など、新たな課題に対応できる体制

構築が必要となってきています。このような状況を踏まえ、保健医療サービスの提供に大きな役割を

果たしている看護師について、看護継続教育の強化を通じた看護師の教育レベルの向上や免許更新制

度の導入等、インドネシア政府は各種施策に取り組み始めています。また、グローバリゼーションが

進み、保健・医療分野においても人材の国際化が進む今日において、国際的な基準を満たした看護師

の育成が急務であるとして、インドネシア政府は保健・医療人材の育成を方針のひとつとして掲げて

います。一方で、インドネシアの看護継続教育においては分野に特化した育成が主流であり、体系的

な人材育成は行われていませんでした。こうした課題への対応のために、インドネシア政府から協力

の要請を受け、JICA は「看護実践能力強化プロジェクト」（2012～2017 年）を実施しました。 

プロジェクトでは、5 大学を拠点とする地域におけるパイロット病院や関連病院において、ラダー

システムの改善・導入と、現職看護師を対象とした継続研修プログラムを改善・実施することにより、

看護師の実践能力向上のための継続教育システム強化を図ってきました。 

今般、プロジェクト終了を 3 カ月後に控え、これまでの進捗と成果を確認するとともに、評価 5

項目に基づき評価を行い、プロジェクトの残りの期間で取るべき措置を検討するため終了時評価調査

を実施しました。本報告書は同調査の結果を取りまとめたものであり、プロジェクト終了後も幅広く

類似事業に従事される皆様に活用されることを期待しています。 

最後に、本調査にご協力を賜りました関係者各位に対し、心から感謝の意を表します。 

 

平成 29 年 8 月 

 
 

独立行政法人国際協力機構 
  人間開発部部長 熊谷 晃子 
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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：インドネシア共和国 案件名：看護実践能力強化プロジェクト 

分野：保健医療 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部保健第二

グループ保健第三チ

ーム 

協力金額：約 4 億 3,000 万円（2016 年度までの実績と 2017 年度の

終了時評価時点での計画額の合計） 

協力期間 2012 年 10 月 15 日～ 

2017 年 10 月 14 日 

先方関係機関：保健省保健人材開発・活用総局（BPPSDMK）、保

健省医療対策総局（BUK）、インドネシア大学（UI）、

パジャジャラン大学（UNPAD）、アイルランガ大学

（UNAIR）、北スマトラ大学（USU）、ハサヌディ

ン大学（UNHAS） 

日本側協力機関：該当無し 

他の関連協力：該当無し 

１－１ 協力の背景と概要 

インドネシアでは、提供される医療サービスの量・質の改善や経済成長等に伴い、乳児死亡率な

ど健康指標の改善がみられてきている。その一方で、都市部と地方部の格差の拡大や、疾病構造の

変化、今後予測される高齢化、家族看護の弱体化、保健医療サービスの提供及び教育における民間

機関の役割の増大など、新たな課題に対応できる体制構築が必要となってきている。このような状

況を踏まえ、保健医療サービスの提供に大きな役割を果たしているのが看護師であることから、イ

ンドネシア政府は看護師継続教育の強化を通じた看護師の教育レベルの向上や免許更新制度の導入

等各種施策に取り組み始めている。しかしながら、インドネシアの看護継続教育においては分野に

特化した育成が通常で、体系的な人材育成は十分ではなかった。 

他方、保健人材の国際化も進む今日において、インドネシアにおいて国際的な基準を満たした看

護師の育成が急務であると、国内外の関係者の間では認識されている。わが国では、2008 年から経

済連携協定（EPA）に基づき、インドネシア等からの看護師・介護福祉候補生の受入を開始している。

JICA も、インドネシア政府から協力の要請に基づき、こうした課題への対応のため、2012 年 10 月

から 2017 年 10 月までの 5 年間の予定で、BPPSDMK を筆頭カウンターパート機関として、「看護実

践能力強化プロジェクト」（以下、「プロジェクト」と記す）を実施している。  

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

  看護師の実践能力向上のための継続教育システムが他地域に普及する。 

 

（2）プロジェクト目標 

  対象地域において看護師の実践能力向上のための継続教育システムが強化される。 
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（3）成果 

1）保健省に承認されたパイロット病院において、キャリア開発ラダーシステム

（以下、「ラダ

ーシステム」）が導入される。 

2）対象テーマの分野別継続教育研修プログラムが看護師登録の更新に必要な単位を取得できる

研修として認定されるように強化される。 

3）プロジェクトの経験（成果 1 及び成果 2）がプロジェクト対象地域以外の研修機関等関係者に

共有される。 

 

（4）投入（評価時点） 

日本側： 

- 専門家派遣 

長期専門家：延べ 4 名、合計 99.5MM（チーフ・アドバイザー/看護行政：合計 2 名、42MM 及

び業務調整/研修管理：2 名、57.5 MM）（それぞれ、前任と後任） 

短期専門家：延べ 37 名、看護行政、ラダーシステム、災害看護、クリティカル・ケア、救急

看護、合計 14.7 MM 

運営指導調査団：延べ 17 名、看護行政、看護教育、ラダーシステム、ベースライン調査、老

年看護、介護、合同調整委員会（JCC）：9.3 MM 

- ローカルスタッフ雇用 

合計 6 名（ジャカルタ：2 名、マカッサル：1 名、メダン：1 名、スラバヤ：1 名、バンドゥン：

1 名） 

- 資機材の供与 

シミュレーター等の研修機材等、エマルゴトレインシステム®（ETS）（救急・災害医療の机上

シミュレーション研修システム） 

- 本邦研修 

延べ人数：130 名（ラダーシステム：40 名、災害看護（H.E.L.P.）：7 名、カリキュラム開発（救

急看護/クリティカル・ケア/災害看護：43 名、カリキュラム開発（老年看護）：40 名）、延べ

期間：163 日 

- 在外事業強化費 

会議、セミナー、評価、研修等の開催費：合計 83 回など 

インドネシア側： 

- カウンターパート配置 

プロジェクト・ダイレクター：延べ 2 名（前任と後任）、プロジェクト・マネージャー：延べ 6

名（2 名体制、4 名が交代）、事務局長：2 名、その他カウンターパート：合計 83 名 

- 施設及び資機材 

保健省 BPPSDMK 内プロジェクト事務室（光熱費、家具、インターネット設備含む）、5 大学

それぞれにプロジェクト事務スペース（光熱費、家具、インターネット設備含む） 

 

                                                        
 看護師の実践能力の向上を支援することを目的とし、看護実践能力の到達目標を段階別に明示し、教育計画も含めた看護実践能

力の向上のための仕組み（参考文献：「看護実践能力向上のためのキャリア開発ラダー導入の実際」日本赤十字社事業局看護部編、

2008 年） 
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- ローカルコスト 

合計 83 回の会議、セミナー、アセスメント活動、研修等の費用、インドネシア側カウンター

パートに対する日当を含む旅費交通費（ファトマワティ病院への研修旅行を除く）、ラダーシ

ステムガイドライン（ドラフト）印刷費、ワークショップで使用する文書の印刷費（一部）、

カリキュラム案及び研修モジュールに関する文書印刷費（一部） 

２．評価調査団の概要 

調査者 

吉田 友哉 団長・総括 JICA 人間開発部保健第二グループ保健第三チーム 課長 

田村やよひ 技術参与 

（看護教育） 

日本赤十字九州国際看護大学 学長 

濱本 洋子 技術参与 

（看護教育） 

国立看護大学校 看護学部長 

久野佐智子 協力企画 JICA 人間開発部保健第二グループ保健第三チーム  

ジュニア専門員 

井上 洋一 評価分析 ㈱日本開発サービス調査部 主任研究員 

調査期間 2017 年 7 月 10 日～7 月 29 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成果 1 

  2013 年に国家ガイドライン暫定版が配布されたあと、100 施設以上の病院を対象としたセミナ

ーによりラダーシステムの概念や手順等は広く公表されており、JICA 専門家と現場レベルでの

インドネシア側カウンターパートにより活動は継続されていた。病院によって進捗の差が生じて

いるものの、1 病院を除いては対象病院ではコンピテンシー・アセスメントにより看護師の臨床

看護師（PK）レベル認証が実施され、PK レベルに応じた研修計画の計画・実施が行われている。

  他方、プロジェクトは国家ガイドラインに基づいたラダーシステムの運用をモニタリング・評

価し、プロジェクト期間終了までに更なる改訂案を作成することをめざしていたが、終了時評価

時点では運用上の大きな課題やラダーシステムの活用による効果的な継続研修を行ううえでの

新たな課題等が認められ、改訂案は作成されていない。具体的には、ラダーシステムのコンピテ

ンシー・アセスメント指標と、看護師の資格認証（Credentials）のもとで実施される臨床業務範

囲（Clinical Privilege）決定のための能力評価指標の内容の重複による業務負担増や、看護師の

PK レベルと各病院の保有する既存の研修プログラムとのミスマッチ等である。  

  終了時評価時点での聞き取りでは、ラダーシステムの大臣令は署名が終了し、終了時評価時点

では保健省法務担当部署での最終審査を実施している段階とのことであり、この段階から 3 カ月

程度を目途に発効が見込まれている。しかしながら、上述したような課題は全国的なラダーシス

テムの適用や効果的な継続研修の実現を大きく阻害する可能性があり、保健省 BPPSDMK はカウ

ンターパート大学や病院などの関係機関と具体的な対応策の検討を直ちに開始する必要性が示

唆される。 

  以上のことから、成果 1 の達成度は中程度と考えられる。 
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（2）成果 2 

  カリキュラム開発は本邦研修参加者を中心に組織されたワーキンググループが主導して実施

され、適宜、JICA 専門家が技術的アドバイス等を行った。終了時評価時点では対象とした 4 つ

のテーマ（救急看護、クリティカル・ケア、災害看護、老年看護）でカリキュラム及び研修モジ

ュールをほぼ終了しており、災害看護及び老年看護については、インドネシア全土からの参加者

を得てトレーナー養成研修（TOT）が実施され、終了時評価時点でそれぞれ 60 名のトレーナー

が養成されている。TOT の実施はプロジェクト成果の持続性を考慮し、インドネシア側予算で実

施されたため、クリティカル・ケアについてはその予算的制約から終了時評価時点で TOT は実

施できなかったが、2018 年度予算の実施をめざしている。また、基礎老年看護については 2016

年 10 月に保健省から国家標準としての認証を取得しており、その他のカリキュラム及び研修モ

ジュールは順次試験的な研修実施を行うことで内容の検証を行い、必要に応じて改訂を行ったう

えで保健省による認証取得のための手続きを進める予定である。 

  インドネシア側カウンターパートからはカリキュラム開発のワーキンググループを維持し、適

宜、関連する看護協会と協力しながらカリキュラム開発や改訂を行う意向が示されたことから、

将来的には研修効果の検証もインドネシア側カウンターパートにより実施されることが一定程

度期待できる。 

  以上のことから、終了時評価時点では老年看護基礎カリキュラムのみが保健省の認証取得を完

了していることから、成果 2 は部分的に達成されている。 

 

（3）成果 3 

  プロジェクトの前半で国家ガイドラインの普及セミナーや専門病院年次総会、インドネシアの

様々な地域でのトレーナー養成などを通して多くの病院、看護師に対する普及活動が行われてい

る。カリキュラムや教材に関する普及のためのセミナーやワークショップも特に中間レビュー以

降に実施された。これらのセミナーやワークショップにはプロジェクトのカウンターパートだけ

ではなく、開催地周辺の医療施設スタッフや修士や学部学生も参加しており、これまでの参加者

の合計は 4,000 名を超える。 

  他方、2017 年 8 月には保健省主催の国家セミナーを基幹病院約 100 施設を対象として開催し、

本プロジェクトの達成事項や知見、経験を共有する予定である。 

  以上のことから、終了時評価時点での成果 3 の達成度は高いと考えられる。 

 

（4）プロジェクト目標 

  成果 1 でプロジェクトはラダーシステムについて技術的観点では 9 つの対象病院での活動を通

して基盤が構築されたと考えられるが、資格認証との運用を同時に行う現場での課題も確認され

ている。他方、成果 2 ではインドネシアで重要な課題である 4 つのテーマでカリキュラム及び研

修モジュール開発が行われ、また開発作業を通して組織横断的なネットワークの構築も行われ

た。また、成果 3 で示したとおり、プロジェクトの経験や達成事項は対象地域以外にも裨益して

いることが確認された。 

  このように、特にラダーシステム運営管理の実施体制構築や効果的な継続教育の実現にはいく

つかの課題も認められており、インドネシアにおけるラダーシステムのあり方や、運用方法の見
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直しが必要とされる状況である。このようにプロジェクト開始時に想定していた達成状況には一

部至っていないが、プロジェクト目標である看護実践能力強化のための院内継続教育システムの

「基盤」は技術的観点では構築できたと考えられる。 

  以上のことから、終了時評価時点でのプロジェクト目標の達成度は中程度と考えられる。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

  プロジェクトの妥当性は終了時評価時点でおおむね維持されている。 

  事前評価で確認されたインドネシア保健政策及びターゲットグループのニーズとプロジェク

ト目標の整合性に関して、本事業の妥当性を下げるような政策の変更やニーズの変化等は認めら

れず、その整合性は終了時評価時点においても維持されている。 

  また、インドネシアは日本と同様に地震や津波などの災害が多く、また、近年は急速な高齢化

が進んでいる。このような状況において、インドネシア保健省は災害看護と老年看護に関する知

識や技能の向上や、それを実現するためのカリキュラム及び研修モジュールの改訂・開発を重視

していた。本プロジェクトではカリキュラム及び研修モジュールの開発や改訂を支援するととも

に、それを用いて指導を行うトレーナー養成を支援してきた。このように、プロジェクトはイン

ドネシア側のニーズに合致した支援を行ったことと考えられる。 

  なお、プロジェクトが開始された 2012 年 4 月に策定された対インドネシア共和国国別援助方

針が 2017 年 7 月の終了時評価時点でも有効であり、「アジア地域及び国際社会への課題への対応

能力向上のための支援」を重点分野のひとつと位置づけており、本プロジェクトにおいても同戦

略の中で、保健人材の国際化が進む今日においてインドネシアにおける国際的な基準を意識した

看護師育成を支援していることから、プロジェクト目標と日本の援助方針との整合性は認められ

る。 

 

（2）有効性 

  プロジェクトの有効性は中程度である。 

  本プロジェクトは、インドネシアの看護師能力強化の方針や病院等の環境に沿った継続教育の

実施体制の強化をめざしている。そのため、本邦研修が実施されたあとは、インドネシア側機関

が主導となり、ラダーシステムの強化やカリキュラム・教材開発を実施してきている。また、こ

れらの作業は政策決定機関、研究・教育機関、臨床機関が協力して実施しており、臨床機関は特

に規模や歴史、種類（公立病院、大学病院、民間病院）が異なる。このような環境、条件でプロ

ジェクト活動を実施することで、適用性、実行可能性の高い院内教育の実施体制の強化が、終了

時評価時点では「仕組み」として提案できたものと考えられる。 

  しかしながら、プロジェクト目標の達成状況でも示したとおり、カリキュラム及び研修モジュ

ール開発（成果 2）に関しては組織化も含めて大きな進捗がみられているものの、ラダーシステ

ムに関しては継続してインドネシア側が取り組むべき重要な課題が残され（成果 1）、直ちに非対

象地域への適用を推進することができない状況である（成果 3）と考えられたことから、協力期

間内でのプロジェクト目標の達成は困難であると考えられる。 
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（3）効率性 

  内外の要因により効率的なプロジェクトの進捗が一部阻害されたため、プロジェクトの効率性

は中程度である。 

  プロジェクトは 2012 年 10 月に開始されたが、チーフ・アドバイザー（JICA 専門家）が着任

したのはプロジェクト開始後 11 カ月後となり、それ以降本格的なプロジェクト活動が開始され

た。特にプロジェクト開始後早期に実施予定であったベースライン調査は諸事情によりチーフ・

アドバイザーの着任後に実施することとなり、調査内容や実施方法の作成、保健省内の承認プロ

セスを経て、実際に調査が開始されたのが 2014 年 1 月となった。また、フィールド調査の外部

委託機関の問題も生じ、効果的なベースライン調査とはならなかった。さらに、エンドライン調

査についても、調査条件の不備や分析、データ解釈、考察等が不十分であったために、同調査の

結果をラダーシステム導入の効果を検証するための客観的根拠として使用することはできなか

った。このように長期専門家の投入のタイミング、ベースライン調査の実施時期は適切ではなか

った。エンドライン調査結果も、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の枠組みでの

評価への活用という観点からは適切ではなかった。 

  特に、プロジェクトの前半ではインドネシア側はプロジェクトに対して強い財政的コミットメ

ントを発揮しており、持続性の観点からも理想的なコストシェアがなされている。中間レビュー

以降も原則的にはコストシェアを念頭に活動が実施されたが、特に 2015 年 12 月の BUK 解体以

降はインドネシア側予算の制約がより深刻になったため、クリティカル・ケアの TOT が実施で

きないなどの遅延も発生した。そのため、プロジェクトも一部の研修活動運営費等の支援を行う

ケースもあった。 

  他方、終了時評価時点までに合計 7 回の本邦研修〔ラダーシステム、継続教育システム、災害

看護〔国際人道援助研修（H.E.L.P.）〕、救急・災害看護、クリティカル・ケア、老年看護〕が実

施され、合計 130 名が参加した。研修から帰国したあとは、日本滞在中に作成した活動計画に沿

って、JICA 専門家の側面指導の下、インドネシア側機関が主導となってプロジェクト活動が実

施されており、本邦研修で獲得した知識・技能はインドネシアでのプロジェクト活動の基礎、出

発点として活用されるとともに、実際の継続研修に生かされていることから適切な投入であっ

た。シミュレーター等の供与機材もこれらの研修に効果的に使用されており、適切な投入であっ

た。 

 

（4）インパクト 

  プロジェクトの実施によって、以下に示す正負のインパクトが確認され期待されている。 

  これまで示したとおり、本プロジェクトの対象病院ではラダーシステムと Credentials の 2 つの

プロセスによる看護実践能力評価が運用されていることが確認され、効率的に両方を運用してい

る施設もあるものの、多くの病院では業務負担が増大している。大臣令は 2017 年 7 月末に署名

されており、署名後 3 カ月程度を目途に発行されることが確認されていることから、非対象地域

でも Credentialsに加えてラダーシステムの 2つの評価プロセスの業務負担を強いることになるた

め、何らかの対策が講じられなければ、上位目標である他地域へのラダーシステムの展開を推進

できない状況にあるといえる。  

  他方、カリキュラム及び研修モジュール開発に関しては、インドネシア側予算の制約により
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TOT が実施できていないテーマが存在するものの、保健省による国家認証に向けた検証作業がそ

れぞれのテーマで進められている段階である。プロジェクト期間は残り 2 カ月程度での認証取得

は困難であるが、各ワーキンググループは何らかの形で本プロジェクトで得られたネットワーク

を維持する意向を示しており、プロジェクト期間終了後も認証取得に向けた活動が継続される見

込みは高い。  

  このようにカリキュラム及び研修モジュール開発は今後もインドネシア側で継続・発展するこ

とが見込まれ、全国的な裨益が大いに期待できる一方、ラダーシステムについては政策・制度上

の課題が認められているため、プロジェクト期間終了後 3 年程度で上位目標の達成を実現するに

は、早急な対応の開始が必須であると考えられる。 

  このほかにも、①大学での看護教育への影響、②老年看護協会設立への動きなど、プロジェク

トによる正のインパクトが確認され期待されている。しかしながら、Credentials に加えてラダー

システムを導入したことによる業務負担が生じた病院も確認されており、本件は負のインパクト

として整理できる。 

 

（5）持続性 

  終了時評価時点では、プロジェクトによって生み出された便益の自立発展、自己展開を行うう

えでのいくつかの重要な課題が認められている。 

  看護実践能力強化の政策的重要性はプロジェクト期間終了後も持続することが見込まれるが、

BPPSDMK の下で評価基準の類似する 2 つのシステム（ラダーシステムと Credentials）が 9 つの

プロジェクト対象病院内で運用され、対象病院のいくつかでは 2 つの評価プロセスを一緒に運用

するために業務負担を強いられている。ラダーシステム国家ガイドラインは終了時評価時点で大

臣令署名済みであり、署名後 3 カ月程度を目途に発効されることが確認されており、このまま発

効された場合にはプロジェクト対象病院以外の全国の病院で同様の課題が惹起されることが予

想されることから、保健省は解決のための取り組みを直ちに開始することが強く求められる。 

  他方、カリキュラム及び研修モジュール開発については、各ワーキンググループが何らかの形

でネットワークを維持する意向を示している。災害看護ワーキンググループについては

BPPSDMK や保健人材計画・強化センター（PUSRENGUN）、保健サービス総局（YANKES）か

らの予算措置が得られることが見込まれている。老年看護についても「インパクト」で示したと

おり、終了時評価時点で看護協会設立に向けた具体的な動きが認められており、協会員からの会

費や受講者からの研修費用等で活動が維持・発展することは見込まれていることから、カリキュ

ラム及び研修モジュール開発については財政的持続性が一定程度期待できる。ラダーシステムに

ついては、ラダーシステムに対する大臣令が発効されれば、その運用は運営費負担も含めて病院

の責任となるため、財政的な持続性も得られることになる。 

  プロジェクトはこれまで国家ガイドラインやコンピテンシー・アセスメント指標を作成してお

り、いくつかの病院ではラダーシステムを Credentials とともに運用し、継続研修や人材配置等に

対する効果を生み出していることが認められていることから、技術的にはラダーシステムは確立

されたと考えられる。しかしながら、これまで示してきたような運用上の課題に対応するために、

保健省は今一度、現在のインドネシアにおけるラダーシステムの運用実態を見直し、効率的な運

用方法に関する対策を速やかに行う必要性が強く示唆される。他方、カリキュラム及び研修モジ
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ュール開発に関して、ワーキンググループの人材はプロジェクト活動を通してカリキュラム及び

研修モジュール開発のノウハウを獲得し、プロジェクト期間終了後も自立的に開発作業を行える

だけの能力を獲得したといえる。実際に、老年看護中級カリキュラムは独自に開発が進められて

おり、このことは技術的な自立性を示す事例と考えられる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

  活動 1-4 のワーキングメンバーへの研修については、ラダーシステムに関する座学や日本での

研修のほか、プロジェクト開始前の 2007 年からラダーシステムを導入していたファトゥマワテ

ィ病院（本プロジェクトのパイロット病院のひとつ）にワーキンググループメンバーがスタディ

ツアーを行ったことによりラダーシステムに関する理解が進み、他のパイロット病院での活動

1-5、1-6、1-7、1-8 の円滑な実施が可能となり、パイロット病院におけるラダーシステムの導入

（成果１）に繋がった。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

  職能団体であるインドネシア国家看護協会、インドネシア救急災害看護協会、インドネシアク

リティカル・ナーシング協会は外部協力機関としてプロジェクトのワーキンググループや保健

省、大学、病院に対して技術的サポートを実施している。専門性の維持・向上を図り、研究発表

会、講演会の開催や、会報などの発行を通して、会員同士の交流などの役目も果たす機関である

職能団体から協力を得られたことは、プロジェクトの成果の普及という活動 3-1 及び 3-2 の実施

を促進し、限られた協力期間・保健省等の予算のなかで実施するプロジェクトの効率性を一定程

度高めたと考えられる。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

  ベースライン調査、エンドライン調査ともに現地コンサルタントに委託して実施されたが、履

行内容の遵守や分析等を含む報告書の質の問題により、正確な現状把握やプロジェクト介入効果

の測定に調査結果を活用できなかった。このことはプロジェクトの効率性を一定程度阻害したと

考えられる。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

  ラダーシステムの導入以前から病院が保有している研修カリキュラムは対象とする看護師の

レベルが特定されていない場合もあり、また院内の看護師教育を担当する部署と研修を計画する

部署の連携やラダーシステムズの不十分な理解により、終了時評価時点でもレベルと研修内容の

ミスマッチが発生しているケースを確認している。このことはラダーシステムの効果を一定程度

阻害するものであり、プロジェクトの阻害要因として整理できる。 

  これまで示してきたとおり、ラダーシステムのコンピテンシー・アセスメントと Credentials の

ための Clinical Privilege のための評価が病院での看護実践能力強化への取り組みにおいて、開発

段階で 2 つの評価プロセスの業務負担が起こりうる状況を予見できず、速やかな担当総局間の調
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整がなされなかったことは、有効性への阻害要因となったものと考えられる。 

 

３－５ 結  論 

プロジェクトのこれまでの継続的な努力により、災害看護や老年看護などのインドネシアで重要

な保健課題に対する研修カリキュラム、研修モジュールが開発され、そのためのネットワークも構

築された。また、病院における効果的な継続研修や人材配置を行うためのラダーシステムについて

は、運用ガイドライン案や看護師能力評価のための指標が作成されたことで、その技術的基盤は構

築されたと考えられるが、終了時評価時点では効率的な運用を行うための課題もいくつか確認され

ている。 

5 項目評価結果について、プロジェクトはインドネシアでの重要な保健課題に対する支援を継続し

ており、妥当性は維持されている。また、インドネシアの看護実践能力強化のためのシステム構築

の基盤は確立したものの、運用上の観点から有効性、効率性、持続性は中程度と考えられる。上位

目標の達成見込み（インパクト）を確実なものにするためにも、インドネシア側によるプロジェク

ト期間終了後も継続した取り組みが行われることが求められる。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（1）ラダーシステムの強みを効果的に活用するために、研修内容と看護師のレベルのミスマッチを

是正する必要がある。各病院はプロジェクトが支援していない既存の研修コースの見直しを行

い、必要に応じてラダーシステムを活用した継続研修の計画や実施を考慮した改訂を行うことが

推奨される。 

 

（2）ラダーシステムと Credential の仕組みについてより効果的・効率的な運用方法について模索し

ていく必要がある。保健省 BPPSDMK は、ラダーシステムの省レベルでの実施体制の明確化、ラ

ダーシステムと整合した Credential の運用の標準化も含め、いくつかの病院で確認された課題を

解決するためのより効率的な運用について早期に検討することが推奨される。 

 

（3）プロジェクトが開発した研修について、保健省 BPPSDMK は看護協会等の関係機関と協力し、

プロジェクト期間終了後も引き続き全国でのトレーナー養成と普及を行うことが推奨される。 

 

（4）プロジェクトがカリキュラム開発を支援した研修テーマについては、保健省 BPPSDMK はプロ

ジェクト期間終了後もプロジェクトで構築した関係機関のネットワーク（ワーキンググループ

等）を活用し、より高度な研修カリキュラムについても開発を検討していくことが推奨される。

 

（5）地域の病院での看護師の対する継続研修内容の質を維持・向上するために、大学が引き続き指

導的な役割を果たすことが推奨されるとともに、プロジェクト期間終了までに大学と関連病院は

供与機材の効果的な活用も含め、地域の継続研修の実施体制、運用方法について具体的な協議を

行うことが推奨される。 

 

（6）プロジェクトが終了後も、保健省 BPPSDMK は、インドネシア国民の健康課題の変化に応じて、
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課題を自らみつけ、看護の質の向上のための研修制度の継続的な改善を行うことが推奨される。

 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運

営管理に参考となる事柄） 

（1）中間レビューチームは PDM について、プロジェクト目標及び成果の達成状況を確認するため

には一部の指標の見直しが必要であることを確認し、プロジェクトに対して修正提案、用語や達

成度の定義、関係者間の共通認識の醸成の提案を行った。しかしながら、指標はプロジェクトが

成果やプロジェクト目標の達成度管理に使用するための物差しとしても活用されるべきという

点をインドネシア・日本双方のプロジェクト関係者が十分認識できておらず、中間レビュー後に

実施された JCC では、PDM 修正に関して協議されなかった。このため終了時評価では一部の成

果やプロジェクト目標達成の達成度測定において、PDM で定められた指標が活用できず、PDM

に基づいた達成状況の判断が困難となった。 

  ここから得られる教訓としては、①JICA のプロジェクトのモニタリング方法、そのツールと

しての PDM について関係者の理解を十分得て活動を進めていくこと、②インドネシア・日本合

同で実施している中間レビューの提言については確実に実施されるよう、JCC 及び国内支援委員

会の場などで JICA（事務所・本部）から働きかけることが必要性である。また、協力開始時点

での PDM の精度を上げることも必要である。 

 

（2）本プロジェクトでは 2015 年 12 月に主たるカウンターパート機関である保健省が大規模な組織

改編を行い、成果 1 の達成に係わるラダーシステムを担当する部局が 10 カ月間「空席」となっ

た。 

  この組織改編は、プロジェクトが作成支援したラダーシステム国家ガイドライン（暫定版）や

コンピテンシー・アセスメント指標に沿った現場レベル（病院）での導入が進められていた時期

と重なった。保健省の担当部局が空席となっていたことにより、以下の 3 つの可能性があること

が終了時評価時に確認された。 

① 現場での導入状況のモニタリング・評価が適切に実施されなかった可能性 

② 保健省がラダーシステムとCredentialsとの二重基準のような状況が発生していることを適時

に把握できなかった可能性 

③ ラダーシステムが本来の特性や目的、効果とは異なった形で運用されていることを適時に把

握できなかった可能性 

  これらのことが成果 1ひいてはプロジェクト目標の達成度に負の影響を生じさせる可能性があ

ることも示唆された。 

  このようにカウンターパートの組織体制の変更はプロジェクト活動の実施だけではなく、成果

やプロジェクト目標の達成の大きく影響する場合がある。また、大きな組織改編があった場合に

は専門家とカウンターパート間の協議自体が難しくなることも確認されていることから、現場レ

ベルでの調整に加え、JICA 本部からの調査団派遣などによる協議等を適時に実施することが必

要である。 
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Evaluation Summary 

1. Outline of the Project 

Country: The Republic of 

Indonesia 

Project Title: the Project for Enhancement of Nursing Competency 

through In-Service Training 

Issue/Sector: Healthcare and 

medical treatment 

Cooperation Scheme: Technical Cooperation Project 

Health Team 3, Health Group 2, 

Human Development Department 

Total Cost：430 million JPY（Sum of the total cost from JFY 2012 to JFY 

2016 and estimation for JFY 2017 as of July 2017） 

Period of 

Cooperation 

(R/D):  

15/10/2012- 

14/10/2017 

The Board for Development and Empowerment of Human Resources for 

Health, the Ministry of Health 

Directorate General for Health Services, the Ministry of Health, the 

Ministry of Health 

University of Indonesia, Padjajaran University, Airlangga University, 

North Sumatera University, Hassanuddin University 

Supporting Organization in Japan: N/A 

Other Related Projects: N/A 

1-1 Background of the Project 

In recent years in the Republic of Indonesia (hereinafter referred to as sIndonesia”ndonesia years in the 

Republic of Indonesia (hereinafter referred to as stry of Healthf Heac growth and improvement of the quality 

and quantity of health service delivery. Meanwhile, emerging problems such as widening regional gaps, 

transition of disease structure, aging society, declining family involvement in care, and increasing role of 

private sector in health and medical service provision and training health personnel are coming to the surface; 

therefore, a new regime needs to be developed in order to address these issues. Given the fact that the nursing 

staff plays a significant role in the health and medical service provision, the Government of Indonesia 

(hereinafter referred to as “GOI”) has commenced political efforts for the enhancement of nursing 

competency through the introduction of nursing registration renewal system as well as the reinforcement of 

in-service training. However, in-service training in Indonesia has usually focused on nurturing specialists in 

each professional discipline, and systematized training was not necessarily sufficient. 

On the other hand, under the rapid globalization of health workforces, it is a common recognition that 

the GOI calls for urgent attention to enhance competencies of nurses to the global standardso level. The 

Government of Japan has started receiving Indonesian candidates for nurses and care workers from 2008 on 

the basis of the Japan-Indonesia Economic Partnership Agreement. In this context, the Japan International 

Cooperation Agency (hereinafter referred to as “JICA”), on the basis of the request from the GOI, commenced 

a five-year technical cooperation project entitled “The Project for Enhancement of Nursing Competency 

through In-service Training” (hereinafter referred to as “the Project”) from October 2012 with the Board for 

Development and Empowerment of Human Resources for Health (hereinafter referred to as “BPPSDMK”), 

the Ministry of Health (hereinafter referred to as “MOH”) as a principal counterpart organization of the 

Indonesian side.  
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1-2 Project Overview 

（1）Overall Goal 

In-service training system for enhancement of nursing competency is disseminated in other areas in 

Indonesia. 

 

（2）Project Purpose 

In-service training system for enhancement of nursing competency is strengthened in target areas.  

 

（3）Outputs 

1）Career Development Ladder System (hereinafter referred to as 'the Ladder System') is introduced in 

pilot hospitals which are approved by the Ministry of Health. 

2）In-service training program of targeted subjects is strengthened in order to be accredited as training(s) 

which can receive credits for nurse registration renewal. 

3）The results of Output 1 and 2 are shared with other institutions which conduct in-service training for 

nurse.  

 

（4）Input（as of the evaluation） 

  the Japanese Side 

- Dispatch of JICA Experts: Long-term Experts:a total of 4 persons, 95.5 MM (Chief Advisor/Nursing 

Administration and project coordinators) (1 for predecessor and 1 for successor, respectively), 

Short-term Experts:a total of 37 persons (Nursing Administration, Ladder System, Disaster Nursing, 

Critical Care, Emergency Nursing), a total of 14.7 MM, and Project Consultation Mission:a total of 

17 persons, a total of 9.3 MM 

- Employment of Local Staff: Six (6) staff members in total: 2 in Jakarta, 1 in Makassar, 1 in Medan, 1 

in Surabaya, and 1 in Bandung 

- Provision of Equipment: Simulators for skill practices, etc., Emergo Train System (ETC) for the 

table-top simulation training system of Emergency and disaster medicines 

- Training in Japan: Total number: 130 persons (40 for Ladder System, 7 for Disaster Nursing 

(H.E.L.P.), 43 for curriculum development in Emergency Nursing, Critical Care and Disaster 

Nursing, and 40 for curriculum development in Geriatric Nursing, Total days: 163 days 

- Meeting Package: costs for a total of 83 meetings / seminars /assessment / trainings 

the Indonesian Side 

- Allocation of Counterpart Personnel: Project Director:a total of 2 persons (1 for predecessor and 1 for 

successor), Project Managers:a total of 6 persons (2 persons at the same time and 4 was replaced), 

Secretary:2 persons, and Other counterpart personnel:a total of 83 persons 

- Facilities, Equipment and Materials: A project office room in the BPPSDMK, the MOH with utility 

costs, furniture and internet facility, and Office spaces in 5 Universities with utility costs, furniture 

and internet facility 

- Local Costs: A total of 83 meetings/seminars/assessment activities/trainings, All travelling costs 
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including allowance for Indonesian personnel except for study trip to the Fatmawati Hospital, 

Printing costs for the draft guidelines for the Ladder System, documents for workshop (partially), 

draft documents for curriculum and modules (partially) 

 

2. Terminal Evaluation Team 

Members Mr. Tomoya 

YOSHIDA 

Leader  Director, Health Team 3, Health Group 2, Human 

Development Department, JICA  

Prof. Yayoi TAMURA Technical Advisor 

(Nursing Education) 

President, Japanese Red Cross Kyushu 

International College of Nursing 

Prof. Yoko 

HAMAMOTO 

Technical Advisor 

(Nursing Education) 

Dean, National College of Nursing, Japan 

Ms. Sachiko KUNO  Cooperation Planning Associate Expert, Health Team 3, Health Group 2, 

Human Development Department, JICA  

Dr. Yoichi INOUE  Evaluation Analysis Senior Consultant, Consulting Division, Japan 

Development Service Co., Ltd.  

Period of 

Evaluation 

10/Jul/2017 – 29/Jul/2017 Study Type: Terminal Evaluation 

3. Summary of Evaluation Results 

3-1 Achievements 

（1）Output 1 

The concept and the procedures for the introduction of the Ladder System was disseminated to over 

100 hospitals under the umbrella of the MOH through the National Seminar following the distribution of 

the provisional version of the National Guidelines in 2013, and the JICA experts continued related project 

activities directly with the local counterpart personnel. Though the level of progress of the introduction of 

the Ladder System in each hospital, 8 out of 9 target hospitals performed the competency assessment for 

certifying PK levels of nursing staffs, and subsequent planning and implementing CPD training in light of 

the PK levels.  

On the other hand, the Project was supposed to conduct monitoring and evaluation of the Ladder 

System operated in accordance with the novel Guidelines; following those processes, the Project was also 

supposed to perform further revision of the Guidelines by the end of the project period. However, the Joint 

Terminal Evaluation Team observed crucial problems in the practical operation of the Ladder System in 

hospitals as well as the effective operation of CPD training by utilizing the System; in particular, the 

overlapping of the indicators for the evaluation of nursing competencies in the Ladder System with that 

for the determination of the Clinical Privileges under the Credentials for nurses, as well as the 

mismatching of nursing competency (PK level) with existing in-house training programs at each hospital. 

At the time of the interview session with the MOH, it is inferred that the National Guidelines of the 

Ladder System is under the final inspection at the legal section of the MOH via the signing by the health 

minister, and is anticipated to be published very soon. However, the said problems regarding the practical 

operation of the Ladder System simultaneously with the Credentials will take place in other hospitals and 
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make it difficult to apply the Ladder System nationwide at current conditions. Therefore, it is suggested 

for the BPPSDMK of the MOH to commence the prompt actions for discussing practical countermeasures 

among relevant parties such as counterpart universities and hospitals. 

For these reasons, it is deemed that the achievement level of the Output 1 is intermediate as of the 

time of the Terminal Evaluation. 

 

（2）Output 2 

Two working groups, consisting of the participants of the Training in Japan, took initiative for the 

developing work of the curriculums of Emergency Nursing, Critical Care and Disaster Nursing (Group for 

Output 2A) and Geriatric Nursing (Group for Output 2B) with the technical advices of the JICA experts as 

needed basis. The Project has completed the developing work of the curriculum with training modules for 

each topic in general. As for the Disaster Nursing and Geriatric Nursing, the MOH conducted TOTs and 

nurtured a total of 60 trainers in each subject in various areas of Indonesia as of the time of the Terminal 

Evaluation. Since the costs for the implementation of TOT were borne by the MOH in consideration of 

sustainability, the TOT for Critical Care has not been conducted due to the budget constraints as of the 

time of the Terminal Evaluation. The MOH is planning to conduct the TOT of Critical Care in August 

2018 using the next year’s budget. The curriculum and the training modules for basic geriatric nursing 

were certified as a National Standards by the MOH. The working groups for other topics are supposed to 

move forward for acquiring the certification of the curriculums as National Standards by taking necessary 

procedures such as the verification of them by trial-based training, followed by the revision work as 

needed. 

Meanwhile, the Indonesian counterpart personnel indicated the intention to maintain the working 

groups by any means and continue to develop and/or revise curriculums in consort with related nursing 

associations even after the end of the project period; therefore, it is expected that the verification of the 

training effects on the knowledge and skills of nursing staffs will be performed in future by the Indonesian 

counterparts to a certain extent. 

For these reasons, the achievement level of the Output 2 is deemed to be appropriate at the time of 

the Terminal Evaluation.  

 

（3）Output 3 

A variety of activities for the dissemination of the achievements of the Project have been done 

during the 1st half of the project period through the dissemination seminars of the National Guidelines, the 

Annual Assembly of Specialized Hospitals and the Training of Trainers held in various parts of Indonesia. 

In addition, the Project, especially following the time of the Mid-term Review, has held seminars and 

workshops for the dissemination of the training curriculum with training modules geared not only to 

health professionals but also to master’s and undergraduate students in neighboring places to the project 

sites; indeed, the sum total of the participants was over 4,000. 

Meanwhile, the Project, at the initiative of the MOH, is planning to hold the National Seminar 

geared to approx. 100 flagship hospitals in August 2017, and to share the achievements, findings and 
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experiences gained through the 5-year project. 

For these reasons, the achievement level of the Output 3 is deemed to generally be appropriate at the 

time of the Terminal Evaluation 

 

（4）Project Purpose 

The Project, under the Output 1, has established a foundation of the Ladder System from the 

technical point of view through the project activities at 9 target hospitals; whereas, several crucial 

problems regarding the practical operation on the ground are remained in relation to the simultaneous 

operation with the Credentials. Meanwhile, the Project, under the Output 2, has been working on the 

development of curriculums and training modules for the said 4 prioritized themes in Indonesia, resulted 

in the development of cross-organizational networks. Concerning the Output 3, some experiences and 

achievements have already been shared with non-targeted areas of the Project. 

In summary, several problems especially for the practical operation of the Ladder System in 

hospitals; therefore, it is necessary for the Indonesian counterparts including the target hospitals to 

re-examine the original concept and ideal operation of the Ladder System. As has been described, the 

Project did not reach at the initially-envisaged achievement level; however, the foundation of the 

in-service training system for the reinforcement of nursing competency (the Project Purpose) was 

established from the technical point of view. 

For these reasons, the achievement level of the Project Purpose is deemed to be moderate at the time 

of the Terminal Evaluation． 

 

3-2 Summary of Evaluation Results 

（1）Relevance 

The relevance of the Project is generally maintained. 

With regard to the consistency of the Project Purpose with the Indonesian Health Policies, the needs 

of the target groups, and Japan’s aid policies that were confirmed at the Ex-ante Evaluation of the Project, 

there has not been any alteration of the Indonesian health policies since then as well as the needs of the 

target group. The Team can therefore conclude that there has not been any change that may have 

undermined the relevance of the Project, and therefore the consistencies have been maintained at the time 

of the Terminal Evaluation. 

Meanwhile, Indonesia, likewise Japan, has experienced many disasters such as earthquakes and 

tsunami, and population aging is advancing rapidly in recent years. Under these circumstances, the MOH 

stated in an interview session that they put priorities in the enhancement of knowledge and clinical skills 

of nursing staffs especially in disaster nursing as well as geriatric nursing, and also attach importance to 

the revision and/or development of curriculums with training modules as means for realizing the said end. 

The Project has been assisting the Indonesian side to revise or develop curriculums and teaching modules 

for the prioritized topics such as disaster nursing and geriatric nursing, and also to nurture health personnel 

to be trainers. For these reasons, the Project has been assisting the counterparts in accordance the needs 

from Indonesia. 
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Japan Country Assistance Policy for the Republic of Indonesia (issued in April 2012 and effective as 

of July 2017), on the other hand, states that Japan focuses on improvement of Indonesian’s capacity to 

cope with global and regional challenges as one of the key strategies of cooperation; the Project aim, 

which is to strengthen competencies of nurses to the global standards’ level under rapid globalization of 

health workforces is consistent with the Japanese Government’s policy. 

 

（2）Effectiveness 

The effectiveness of the Project is considered to be moderate. 

The Project is aiming to strengthen the in-service training system that meet the policies of 

competency raising of nurses as well as situations and environments of hospitals in Indonesia. To this end, 

the Indonesian organizations took initiative to project activities for the strengthening of the Ladder System 

as well as the development of training curriculum with materials following the Training in Japan. Further, 

policymaker(s), research and education institutes and medical facilities conducted these activities in 

tandem; especially, the pilot hospitals have a variety of backdrops such as the size, history, type 

(governmental, university or private). Since the Project is operated under such circumstances and 

conditions, it is deemed that the Project has accomplished to presented a “system”ystemals have a variety 

of backdrice training with high applicability and feasibility.  

Having said that, as was described in the Achievement of the Project Purpose section, though the 

development of curriculums and training modules under the Output 2 has made a good progress including 

its unionization, several crucial agendas, which are continuously struggled by the Indonesian side even 

after the end of the project period, are remained in the Ladder System (Output 1), and consequently, the 

Ladder System cannot be applied in non-targeted areas as of now (Output 3). For these reasons, it is 

deemed that the Project Purpose will have not been achieved by the end of the project period. 

As just described, the Project has been running with strong ownership of the Indonesian 

organizations despite of many challenges and obstacles. It is difficult to estimate the possibility of the 

achievement of the project Purpose at this point due to several uncertainties like the budget for the project 

activities; however, it is anticipated to some extent that the establishment of in-service training system 

with high applicability and feasibility as well as the reinforcement of institutional function can be attained 

by the end of the project period given that the project activities progresses as planned. 

 

（3）Efficiency 

Since the progress of research activities have partially been impaired by some internal and external 

factors, the efficiency of the Project is deemed to be moderate. 

The Project has commenced in October 2012; however, the arrival of the Chief Adviser of the 

Project (JICA expert) was 11 months after the commencement of the Project. Eventually, full-scale 

operation was commenced thereafter. The baseline survey was supposed to be conducted at very 

beginning of the project period; nevertheless, preparatory work for the survey was practically commenced 

after the arrival of the Chief Advisor due to various reasons. Finally, the field survey of was started in 

January 2014 via the determination of the contents of investigation and subsequent approval process in the 
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MOH. Moreover, there were several problems in an outsourcing contractor of the field survey, resulting in 

ineffective baseline survey. As for the endline survey, likewise, several crucial problems such as the 

improper conditions for the survey as well as insufficient analyses, data interpretations and discussions 

were found in the endline survey; therefore, the results of the survey were not used as objective evidences 

for verifying the effect of the introduction of the Ladder System. 

Especially in the 1st half of the project period, the Indonesian side has been exerting strong financial 

commitment to the Project, and it is considered that ideal cost sharing is realized from the viewpoint of 

sustainability. Having said that, the principle of the cost share was maintained following the time of the 

Mid-term Review, especially after the dissolution of the BUK in December 2015, the limitation of the 

budget for the project activities became more severe, and some important project activities were also 

subject to significant delay. For instance, the TOT of Critical Care was postponed for several times and 

has not been implemented as of the time of the Terminal Evaluation. Under the circumstances, the Project 

had assisted a part of activity costs of the Indonesian side as special exception (not for the TOT of Critical 

Care). 

Meanwhile, a total of 130 Indonesian counterpart personnel participated trainings in Japan in the 

theme of Ladder System, in-service training system, curriculum development focusing on three subjects as 

follows: Disaster Nursing (H.E.L.P.); Critical Care; Emergency Nursing; and Geriatric Nursing, as of the 

time of the Terminal Evaluation. After coming back from the Training in Japan, the participants took 

initiative to promote the project activities with indirect support from JICA experts in accordance with the 

plan of actions developed by them. Thus, the knowledge and techniques are not only used as a basis as 

well as a starting point for the project activities in Indonesia but also used for CPD trainings at the target 

hospitals. The instruments and equipment provided by the Project such as simulators have been used for 

the trainings effectively. 

 

（4）Impact 

The following positive as well as negative impacts are confirmed and/or expected by the 

implementation of the Project. 

The Team observed that nursing competency assessment was performed on the basis of two similar 

evaluation processes of the Ladder System and the Credentials in the target hospitals. Though some 

hospitals managed to run the two evaluation processes efficiently by simplifying the procedures, other 

hospitals are suffering from the increased work burden. It is confirmed that the Minister’s decree of the 

Ladder System is anticipated to be published very soon, all hospital in Indonesia will be obliged to take 

the evaluation process of the Ladder System on top of that of the Credentials, that is to say, the Ladder 

System cannot be promoted to distribute to non-targeted areas unless some effective countermeasures are 

taken.  

On the other hand, as for the development of curriculums and training modules, through TOT of 

Critical Care has not been done as of the time of the Terminal Evaluation, the verification work of other 

topics such as Disaster Nursing and Geriatric Nursing moved forward steadily to acquire the certification 

as National Standards from the MOH. It is unlikely for the curriculum and the modules to be certified by 
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the end of the project period; however, each working group presented an in intention to maintain the 

network by any means. Thus, it is anticipated that the activities for the acquisition of the certifications will 

be maintained even after the end of the project period.  

As was just described above, the development of curriculums and training modules is anticipated to 

be continued or even enhanced by themselves and it is anticipated the benefits are also be distributed 

nationwide in future. In contrast, several problems were found in the Ladder System from the political and 

organizational aspects; thus, prompt actions should be taken by the Indonesian side to address the issue for 

the steady achievement of the Overall Goal in approx. 3 years following the termination of the Project. 

On top of that, several positive impacts of the Project are observed or expected as follows: 1) 

Influences on Nursing Education at Universities; and 2) Preparatory actions for the establishment of the 

Geriatric Nursing Association. Nevertheless, it was confirmed that some of target hospitals encountered 

increased workload for operation the Ladder System on top of the Credentials. This can be regarded as a 

negative impact of the Project. 

 

（5）Sustainability 

Several crucial problems are observed for self-sustainability as well as self-deployment of the 

benefits provided by the Project at the time of the Terminal Evaluation. 

It is highly anticipated that political significance of the reinforcement of nursing competency in 

Indonesia will be sustained even after the end of the project period. However, two similar evaluation 

processes, the competency assessment of the Ladder System and the evaluation items for the Clinical 

privileges under the Credentials, are simultaneously operated in the project target hospitals, implying that 

some of the target hospitals managed to run the processes with an unexpected burden of work.  It is 

confirmed that the National Guidelines of the Ladder System will be effective very soon, i.e., the Ladder 

System is supposed to be operated together with the Credentials, the same problems and/or burden will be 

induced at every hospital nationwide. It is strongly suggested that MOH should start immediately to take 

necessary measures to avoid the same problems. 

For the development of curriculums and training modules supported by the Project, financial 

sustainability is secured to a certain level since the funding from the MOH and other related organization 

is expected to be maintained. For example, funding from the BPPSDMK, the PUSRENGUN and the 

YANKES will be allocated to Disaster Nursing working group. For Geriatric Nursing working group, once 

the Geriatric Nursing Association is established (as of July 2017, regulation of the society is drafted), 

activities will be continued by the income from membership fee and training fee. Meanwhile, once the 

Minister’s decree for the Ladder System become effective, all the hospitals in Indonesia are supposed to 

bear the responsibility for the operation, including operational costs, of the Ladder System; implying that 

the financial sustainability of the Ladder System will be secured. 

The Project had developed the National Guidelines of Carrier Ladder Systems for Nurses 

(provisional version) and the indicators of the competency assessment. Besides, the Team observed that 

some target hospitals operate the Ladder System efficiently together with the Credentials, and created 

benefits of the System for CPD as well as professional relocation on the basis of nursing competency. For 
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these reasons, it is deemed that the Ladder System is established in Indonesia from the technical point of 

view. However, it is strongly suggested that the Project should take measures to cope with the said 

operational problems by investigating and reviewing the actual situation of the operation of the Ladder 

System in hospitals. As for the development of curriculums and modules, the working group members 

have acquired a know-how of the development of curriculums and training modules though the project 

activities enough to continue the said activities independently even after the end of the project period. 

Actually, the working group for geriatrics autonomously progressed the development of the curriculum 

and modules geared to intermediate level; this can be regarded as a typical example for explain the 

technical autonomy of the Indonesian side. 

 

3-3 Factors that promoted the attainment of the Project 

（1）Concerning the project design 

The working group member of the Ladder System participated a study tour at the Fatmawati 

Hospital, one of the pilot hospitals of the Project, where the System was operated since 2007. This 

experience made them comprehends the Ladder System easily, resulting in smooth introduction of it. 

 

（2）Concerning the implementation process of the Project 

A professional organization of the PPNI and subordinating HIPGABI and HIPERCCI, as external 

supporters of the Project, provided each working group as well as universities with technical support. It is 

considered that this external support enhanced the efficiency of the Project to a certain extent. 

 

3-4 Factors that impeded the attainment of the Project 

（1）Concerning the project design 

Both Baseline and Endline surveys were consigned to local consultant enterprises; unfortunately, the 

Project found several problems for their performances of the survey and the quality of the report such as 

the compliance of survey protocol, insufficient data analyses and so on, and the results of the surveys 

could not be used for grasping actual situation and measuring the intervention effect of the Project, 

respectively. Thus, it is considered that this has hindered the efficiency of the Project to a certain extent.  

 

（2）Concerning the implementation process of the Project 

The curriculums in hospitals existing before the introduction of the Ladder System are not always 

specifies the target PK levels, and sometimes, insufficient coordination between the departments 

responsible for capacity development of nursing staffs and in-service training as well as insufficient 

understanding the original purpose of the Ladder System happened in the target hospitals, resulted in the 

mismatch of PK levels with the contents of the trainings. It is considered that the said mismatch 

diminished the efficacy of the Ladder System to some extent; therefore, is also regarded as a hindering 

factor against the effectiveness of the Project. 

Meanwhile, as has been described, the competency assessment of the Ladder System and the 

evaluation items for the Clinical Privileges under the Credentials are overlapping in many parts of 
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evaluation processes, resulted in a unexpected burden in the project target hospitals. As a possible cause of 

this burden, the Project could not forecast the likelihood of the occurrence of the burden for operating two 

evaluation processes correctly, and any actions were not taken for coordinate the two Directorate Generals 

responsible for the systems. It is considered that this could hindered the effectiveness of the Project to a 

certain extent. 

 

3-5 Conclusions 

As the result of the persistent efforts of the Project, the curriculums and the training modules were 

developed for the themes of important health challenges such as disaster nursing and geriatric nursing, and the 

networks for that purpose were also developed. Meanwhile, it is deemed that the foundation of the Ladder 

System with high advantages for effective CPD training as well as professional relocation was established 

from the technical perspectives as the National Guidelines and the indicators for the assessment of nursing 

competency by the Project. However, several problems in the Ladder System are observed for more efficient 

operation in hospitals as of the time of the Terminal Evaluation. 

With regard to the results of based on the five evaluation criteria, it is confirmed that the relevance of 

the Project was maintained since the Project has continuously assisted the Indonesian side to address the 

important health challenges in Indonesia. Meanwhile, it is deemed that the effectiveness, the efficiency and 

the sustainability of the Project were deemed to be moderate from the perspective of practical operation of the 

Ladder System despite that its technical foundation was established. In order to ensure the steady achievement 

of the Overall Goal in future (Impact), it is desired for the Indonesian side to continue the efforts to address 

the challenges even after the end of the project period. 

 

3-6 Recommendations 

（1）It is necessary for hospitals to modify the training contents in light of target PK levels of the trainees to 

avoid a mismatch between the contents and PK levels, the Ladder System can exert its characteristics and 

advantage effectively. In addition, it is recommended for the target hospitals to review the existing training 

courses, which are not supported by the Project, and revise them in consideration of planning and 

implementation of CPD on the basis of the Ladder System. 

 

（2）It is important to search effective and efficient operational procedure for better practices of two systems 

of Ladder System and Credentials. The BPPSDMK should commence discussions on the standardized 

operational procedure as soon as possible to solve the current challenges observed in some hospitals; in 

particular, the governing system of the Ladder System at the ministry level especially after the end of the 

Project as well as the standardization of the operational procedures of Credentials in harmonized way with 

Ladder System. 

 

（3）It is recommended that the BPPSDMK will continue to nurture trainers for the trainings that the project 

developed and to disseminate in cooperation with stakeholders such as nursing associations even after the 

project period. 
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（4）It is recommended that the Indonesian side will continue to develop curriculums by utilizing the 

networks formed through the working groups formed under the Project especially for the project-assisted 

topics (development of a curriculum of advanced level, etc.). 

 

（5）It is recommended for the universities to play a leading role for in-service training in neighboring 

hospitals in order to maintain or even enhance the quality of CPD training for nurses; in addition, the 

universities and related hospitals should have practical discussions on the implementation system as well 

as its cooperation including affective use of instruments provided by the Project. 

 

（6）The BPPSDMK should continue the efforts for the improvement of CPD program for better quality of 

nursing care with an eye on the changing society and its health challenges in Indonesia. 

 

3-7 Lessons Learnt 

（1）The Mid-term Review Team confirmed that some OVIs stipulated in the PDM needed to be revised to 

appropriately identify the achievement levels of the Project Purpose and Outputs, and provided 

recommendations for modifying the PDM, clarifying some words and terms and the definition of 

"achievement levels," and fostering common understanding between concerned parties. At the JCC 

meeting held after the Mid-term Review, however, no discussion took place as to revising the PDM, while 

project members on the both Indonesian and Japanese sides were not sufficiently aware that the OVIs 

should also be the yardstick by which the Project should manage the achievement levels of the Project 

Purpose and Outputs. Consequently, it was difficult to evaluate the achievement levels of some Outputs 

and the Project Purpose at the Terminal Evaluation because they could not be evaluated using the OVIs 

stipulated in the PDM. 

Here are two major lessons to be learned from the above: (1) it is necessary to establish adequate 

understanding between concerned parties as to how JICA projects should be monitored and what roles the 

PDM should play as a monitoring tool and (2) it is vital for JICA (office/headquarters) to work, through 

occasions such as activities of the JCC and Project Consultation Committee in Japan, to ensure the 

implementation of all recommendations made based on the Mid-term Review, jointly held by the 

Indonesian and Japanese sides. Improving the precision of the PDM at the beginning of cooperation is also 

important. 

 

（2）The directorate in charge of Output 1: Ladder System in the Ministry of Health, a major counterpart 

organization in the Project, was dissolved as part of the large-scale restructuring of the ministry in 

December 2015, resulting in 10 months of vacancy. 

This restructuring coincided with the stage in which the system was introduced to actual services 

(hospitals) in accordance with the National Guidelines of the Ladder System (provisional version) and 

competency assessment indicators, which had been created with the support of the Project. Following are 

three possible results of the MOH directorate in charge being vacant that were identified at the time of the 

Terminal Evaluation: 



 
 

xxii 

① Monitoring and evaluation as to introduction to services could have been inappropriate; 

② It could have been impossible for MOH to identify problems like double standards (Ladder System 

and Credentials) in time; 

③ It could have been impossible to detect it in time when the Ladder System was not used in line 

with its original characteristics, purposes or effects. 

Furthermore, it has also been suggested that the above could cause negative impacts on the 

achievement levels of Output 1 and the overall Project Purpose. 

In this way, a change to the structure of a counterpart organization can significantly affect not only 

the implementation of project activities but also the achievement levels of the Outputs and Project 

Purpose. There has also been evidence to suggest that a major restructuring can hinder communication 

between experts and the counterpart. This means that when such is the case, it is necessary to provide the 

counterpart organization with consultation opportunities etc., for example by sending a mission from the 

JICA headquarters to it, in a timely manner, in addition to doing various on-site coordination work. 

 



 
 

－1－ 

第１章 終了時評価の概要 

１－１ 調査団派遣の経緯 

インドネシアでは、提供される医療サービスの量・質の改善や経済成長等に伴い、乳児死亡率など

健康指標の改善がみられてきている。その一方で、都市部と地方部の格差の拡大や、疾病構造の変化、

今後予測される高齢化、家族看護の弱体化、保健医療サービスの提供及び教育における民間機関の役

割の増大など、新たな課題に対応できる体制構築が必要となってきている。このような状況を踏まえ、

保健医療サービスの提供に大きな役割を果たしているのが看護師であることから、インドネシア政府

は看護師継続教育の強化を通じた看護師の教育レベルの向上や免許更新制度の導入等各種施策に取

り組み始めている。しかしながら、インドネシアの看護継続教育においては分野に特化した育成が通

常で、体系的な人材育成は十分ではなかった。  

他方、保健人材の国際化も進む今日において、インドネシアにおいて国際的な基準を満たした看護

師の育成が急務であると、国内外の関係者の間では認識されている。わが国では、2008 年から経済

連携協定（Economic Partnership Agreement：EPA）に基づき、インドネシア等からの看護師・介護福

祉候補生の受入を開始している。JICA も、インドネシア政府から協力の要請に基づきこうした課題

への対応のため、2012 年 10 月から 2017 年 10 月までの 5 年間の予定で、保健省保健人材開発・活用

総局（The Board for Development and Empowerment of Human Resources for Health, the Ministry of 

Health：BPPSDMK）を筆頭カウンターパート機関として、「看護実践能力強化プロジェクト」（以下、

「プロジェクト」と記す）を実施している。 

今回実施する終了時評価調査は、プロジェクト期間の終了フェーズを迎え、本プロジェクトのこれ

までの投入、各活動の実績、成果を確認、評価するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言

及び今後の類似事業の実施にあたっての教訓を導くことを目的とする。 
 

１－２ 終了時評価の目的 

終了時評価の目的は以下に示すとおりである。 

 

（1）最新プロジェクト・デザイン・マトリックス （Project Design Matrix：PDM）（version 3）に基

づいてプロジェクト期間全体の進捗をレビューし、評価 5 項目の評価基準に従って評価時点での

プロジェクト成果を評価する。 

 

（2）プロジェクトの成果及び目標に対する促進要因及び阻害要因を検討する。 

 

（3）上記の分析結果に基づいてインドネシア側と共同で残りのプロジェクト期間での活動方針につ

いて協議する。 

 

（4）プロジェクト期間終了までのプロジェクト目標の着実な達成に向けた提言を行うとともに、必

要に応じて PDM の見直しを行う。 

 

（5）合同終了時評価報告書に調査結果を取りまとめる。 
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１－３ 合同終了時評価チームのメンバー  

合同終了時評価チーム（以下、「評価チーム」と記す）の構成は以下のとおりである。 

＜日本側＞ 

氏名 担当業務 所属 現地派遣期間 

吉田 友哉 団長・総括 JICA 人間開発部保健第二グループ 

保健第三チーム 課長 

2017 年 7 月 23 日

～29 日 

田村 やよひ 技術参与 

（看護教育） 

日本赤十字九州国際看護大学 学長 2017 年 7 月 23 日

～29 日 

濱本  洋子 技術参与 

（看護教育） 

国立看護大学校 看護学部長 2017 年 7 月 23 日

～29 日 

久野 佐智子 協力企画 JICA 人間開発部保健第二グループ保健第

三チーム ジュニア専門員 

2017 年 7 月 23 日

～29 日 

井上 洋一 評価分析 ㈱日本開発サービス調査部  

主任研究員 

2017 年 7 月 10 日

～29 日 

 

＜インドネシア側＞  

氏名 役職及び所属 

Mr. Syamsul Ariffin  Head of Program and Information Division, Secretariat, the BPPSDMK 

Mrs. Endah Kristanti  Head of Subdivision of Huma Resource for Health utilization in Special 

Regions, the BPPSDMK 

 

１－４ 調査日程 

現地調査は、2017 年 7 月 10 日から 29 日にかけて実施され、サイト視察、インタビュー、プロジ

ェクト報告書等の関連文書レビューを行った。 
 

１－５ プロジェクトの枠組み 

プロジェクトの実施機関及び関連機関、対象地域、受益者は、以下のとおりである。また、最新

PDM である version 3 に示されるプロジェクトの要約（プロジェクト目標、成果、活動）を以下に示

す。 

 

【実施機関】 

- 保健省保健人材開発・活用総局（The Board for Development and Empowerment of Human Resources 

for Health, the Ministry of Health：BPPSDMK） 

- インドネシア大学（UI）、パジャジャラン大学（UNPAD）、アイルランガ大学（UNAIR）、北ス

マトラ大学（USU）、ハサヌディン大学（UNHAS） 

【関係機関】 

- 上記 5 大学に関連する 9 病院（Fatmawati, Persahabatan, Hasan Sadikin, H.Adam Malik, Dr.Sutomo, 

Petrokimia Gresik, Hasanudin University, Dr.Wahidin Sudiro Husodo, and North Sumatra hospitals） 

- インドネシア国家看護協会〔Indonesia National Nurses Association（Persatuan Perawat Nasional 
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Indonesia）：PPNI）〕 

- 保健人材専門学校 

【対象地域】 

5 大学の関連病院及び PPNI 及び保健人材専門学校 

【受益者】 

病院に勤務する正看護師、准看護師 

【最新の PDM（2016 年 10 月 5 日、version 3）】 

上位目標 看護師の実践能力向上のための継続教育システムが他地域に普及する。 

プロジェクト目標 対象地域において看護師の実践能力向上のための院内教育システムが強化さ

れる。 

成 果 成果 1 

保健省に承認されたパイロット病院において、キャリア開発ラダーシステム
1

（以下、ラダーシステム）が導入される。 

成果 2 

対象テーマの分野別継続教育研修プログラムが看護師登録の更新に必要な単

位を取得できる研修として認定されるように強化される。 

成果 3 

プロジェクトの経験（アウトプット 1 及び 2）がプロジェクト対象地域以外

の研修機関等関係者に共有される。 

活 動 活動 1 

1-1. ベースライン調査を実施する。 

1-2. ラダーシステム導入のためのパイロット病院を大学ごとに選定する。 

1-3. 各パイロット病院でラダーシステム導入のワーキンググループを設置

する。 

1-4. ワーキンググループメンバー対象に、ラダーシステム導入に向けた研修

（本邦及びインドネシア国内）を実施する。 

1-5. ラダーシステムの国家基準を作成する。 

1-6. 各パイロット病院で、ラダーシステムを導入する（到達目標の設定や研

修計画、評価計画の策定等、幅広い活動を含む）。 

1-7. 各パイロット病院で、ラダーシステムを運用する。 

1-8. 各パイロット病院で、ラダーシステム導入・運用のモニタリング評価を

実施する。 

1-9. エンドライン調査を実施する。 

活動 2 

2-1. 対象分野ごとにカリキュラム開発ワーキンググループを設置する。 

2-2. カリキュラム開発ワーキンググループメンバーに対する研修（本邦及び

インドネシア国内）を実施する。 

                                                        
1 看護師の実践能力の向上を支援することを目的とし、看護実践能力の到達目標を段階別に明示し、教育計画も含めた看護実践能

力の向上のための仕組み（参考文献：「看護実践能力向上のためのキャリア開発ラダー導入の実際」日本赤十字社事業局看護部編、

2008 年） 
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2-3. 看護師登録更新に必要な 25 単位に整合させて中央レベルで既存カリキ

ュラムや教材の改善を行う。 

2-4. 改善されたカリキュラムと教材を地方のニーズに見合う形に修正する。

2-5. 継続教育研修のトレーナー育成研修（Training of Trainers：TOT）を実施

する（インドネシア国内）。 

2-6. 看護師対象の継続教育研修を実施する。 

2-7. 対象分野の継続教育研修に関するモニタリング評価を実施する。 

活動 3 

3-1. プロジェクトの経験をレビューするため、保健省関係部局と定期的に会

議を行う。 

3-2. ワークショップ、セミナー等を通してプロジェクトの経験を幅広い関係

者に共有する。 
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第２章 終了時評価の方法 

終了時評価は「JICA 事業評価ガイドライン」第一版及び第二版（それぞれ 2010 年 6 月、2014 年 5

月）に沿って実施された。実績・実施プロセスの確認と 5 項目評価を行うための調査項目について、

何をどのように実施したらよいのか、具体的な方法を検討するため評価設問、必要な情報・データ、

情報源、データ収集方法について一覧表で示した評価グリッド〔「終了時評価調査協議議事録（Minutes 

of Meetings：M/M）及び Joint Terminal Evaluation Report（英文）」3）〕を作成した。 

評価チームのメンバーは評価グリッドに基づき、カウンターパートや各関係機関、JICA 専門家に

対して質問票やインタビューを実施し、プロジェクトのレビューを実施した。 

調査結果は日本−インドネシア合同でプロジェクト・サイクル・マネジメント（Project Cycle 

Management：PCM）の常法にのっとり、最新の PDM version 3 に基づいてプロジェクト成果の到達度

の確認及び評価 5 項目での分析を実施し、合同評価報告書を取りまとめた。 

本終了時評価に用いた評価 5 項目の概説を以下の表 1 に示す。また、評価 5 項目と PDM（上位目

標、プロジェクト目標、成果及び投入）の関係についても表 2に示す。 

 

表１ 評価 5項目の概説 

評価 5 項目 概説 

妥当性 プロジェクトの目標（PDM のプロジェクト目標、上位目標）が、受益者のニーズ

と合致しているか、被援助国側の政策と日本の援助政策との整合性はあるかなど、

「援助プロジェクトの正当性」を検討する。終了時評価での妥当性評価は、現状・

実績に基づいて検証作業を行う。 

有効性 PDM の「プロジェクトの成果」の達成度合いと、それが「プロジェクト目標」の

達成にどの程度結びついたかを検討する。終了時評価での妥当性評価は、現状・実

績に基づいて検証作業を行う。 

効率性 プロジェクトの「投入」から生み出される「成果」の程度を把握する。各投入のタ

イミング、量、質の適切度を検討する。終了時評価での効率性評価は、現状・実績

に基づいて検証作業を行う。 

インパクト プロジェクトが実施されたことにより生じる直接・間接的な正負の影響を検討す

る。終了時評価でのインパクトは、予測・見込みに基づいて検証作業を行う。 

持続性 援助が終了したあとも、プロジェクト実施による便益が持続されるかどうか、自立

発展に必要な要素を見極めつつ、プロジェクト終了後の自立発展の見通しを検討す

る。終了時評価での持続性評価は、予測・見込みに基づいて検証作業を行う。 
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表 2 評価 5項目と PDM との関係 

 妥当性 有効性 効率性 インパクト 持続性 

上位目標 

 

 

 

プロジェクト目

標、上位目標は、

地域のニーズや

政府の開発計画

などに照らして、

評価時において

も目標として意

味があるか。 

  
プロジェクトを

実施したことに

より、どのよう

な直接的、間接

的な正、負の影

響が現れたか。 

プロジェク

ト終了後も、

プロジェク

トがもたら

した便益は

持続される

か。 

プロジェ

クト目標  
プロジェクト

目標は達成さ

れたか。 成果

がその達成に

どれたけ貢献

したか。 

 

成 果  

Outputs 

 

 

 

 投入が成果にど

れだけ効率的に

転換されたか。よ

り効率的に成果

が達成される方

法はほかになか

ったか。 

 

投 入 

Input 
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス  

３－１ 投 入  

（1）日本側投入実績 

  2014 年 12 月時点のプロジェクトに対する日本側からの投入を以下に示す。詳細は付属資料の

Annex 5 を参照のこと。  

構成 投入 

JICA 専門家の派遣 

 

長期専門家：延べ 4 名、合計 99.5MM（チーフ・アドバイザー/看護行

政：合計 2 名、42MM 及び業務調整/研修管理：2 名、57.5 MM）（それ

ぞれ、前任と後任） 

短期専門家：延べ 37 名、看護行政、ラダーシステム、災害看護、クリ

ティカル・ケア、救急看護、合計 14.7 MM 

運営指導調査団：延べ 17 名、看護行政、看護教育、ラダーシステム、

ベースライン調査、老年看護、介護、合同調整委員会（Joint Coordinating 

Committee：JCC）：9.3 MM 

ローカルスタッフ雇用 合計 6 名（ジャカルタ：2 名、マカッサル：1 名、メダン：1 名、スラ

バヤ：1 名、バンドゥン：1 名） 

資機材の提供 

 

シミュレーター等の研修機材等 

エマルゴトレインシステム®（ETS）（救急・災害医療の机上シミュレ

ーション研修システム） 

本邦研修 

 

延べ人数：130 名（ラダーシステム：40 名、災害看護（H.E.L.P.）：7

名、カリキュラム開発（救急看護/クリティカル・ケア／災害看護：43

名、カリキュラム開発（老年看護）：40 名） 

合計期間：163 日 

会議等費用負担 会議、セミナー、評価、研修等の開催費：合計 83 回 

 

（2）インドネシア側投入実績 

  終了時評価時点のプロジェクトに対する日本側からの投入を以下に示す。詳細は付属資料の

Annex 5 を参照のこと。 

構成 Components 投入 Inputs 

カウンターパート配置  プロジェクト・ダイレクター：延べ 2 名（前任と後任） 

プロジェクト・マネージャー：延べ 6 名（2 名体制、4 名が交代） 

事務局長：2 名 

その他カウンターパート：合計 83 名 

施設及び資機材 保健省 BPPSDML 内プロジェクト事務室（光熱費、家具、インターネ

ット設備含む） 

5 大学それぞれにプロジェクト事務スペース（光熱費、家具、インター

ネット設備含む） 
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現地活動費 

 

合計 83 回の会議、セミナー、アセスメント活動、研修等の費用 

インドネシア側カウンターパートに対する日当を含む旅費交通費（フ

ァトマワティ病院への研修旅行を除く） 

ラダーシステムガイドライン（ドラフト）印刷費、ワークショップで

使用する文書の印刷費（一部）、カリキュラム案及び研修モジュールに

関する文書印刷費（一部） 

 

３－２ プロジェクトの実績 

（1）プロジェクト活動の実績 

  成果に係るプロジェクト活動実績を以下に示す。 

成果 1. 保健省に承認されたパイロット病院において、キャリア開発ラダーシステムが導入される。

活動 達成事項 

1-1. ベースライン調査を

実施する。 

・ラダーシステムの概要把握のためのサンプル調査は、北スマトラ大

学病院を除く 8 つのパイロット病院を対象に 2013 年 9 月から 2014

年 6 月の間で調査・報告がされた。調査結果報告は、2014 年 9 月の

第 2 回 JCC で共有された。 

・当初はプロジェクト期間の初期に実施する予定であったが、具体的

な準備はチーフ・アドバイザーの派遣された 2013 年 9 月以降に開始

された。調査の方針や内容、実施手順、質問票の作成は、チーフ・

アドバイザー及び短期専門家の側面支援のもと、インドネシア側カ

ウンターパート機関の主導のもとで実施された。 

・調査項目は、ラダーシステム導入に際して必要なプロセスの進捗度、

患者安全の指標を用いた看護ケア質評価、看護管理者の人材管理能

力、看護師のラダーシステムに対する知識と認識、看護師の職務満

足度、患者の看護ケアに対する満足度等についてである。 

・フィールド調査は現地コンサルタントに委託して実施されたが、履

行内容の遵守等に問題により遅延し、調査報告書の完成は 2014 年 6

月となった。 

1-2. ラダーシステム導入

のためのパイロッ

ト病院を大学ごと

に選定する。 

 

・プロジェクトはパイロット施設として以下の 9 つの病院を選定した。

・上記 9 病院は、各大学が、それぞれの地域の状況に応じて、州の中

核病院である、各大学の実習先であり連携が容易である、プロジェ

クトに対するコミットメントが強いなどの理由から、各大学が選ん

だ。 

・選定された病院は、大病院からそれほど規模の大きくない病院、国

立病院、州立病院、私立病院、大学病院まで、歴史ある病院から新

設の病院まで、バラエティーに富み、さまざまなケースの経験が蓄

積でき、成果を普及できる体制になっている。  
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1-3. 各パイロット病院で

ラダーシステム導

入のワーキンググ

ループを設置する。 

・プロジェクトは“ワーキンググループ“を“各病院にラダーの導入

を検討するチームのこと”と定義した。 

・各病院でワーキンググループが 2007 年から 2014 年の間で組織され、

頻繁な会議やワークショップ、インターネットのメッセージグルー

プ作成によるコミュニケーションなど、プロジェクト期間を通して

活発に活動がなされている。 

・特に中間レビュー以降は、各病院での活動（看護職員に対するコン

ピテンシー・アセスメントと臨床看護師〔Clinical Nurse（Perawat 

Klinis）：PK）〕レベルの認証、コンピテンシーに則した研修の実施な

ど）が本格化し、看護委員会を中心としてワーキンググループの活

動はより活発に実施されている。 

1-4. ワーキンググループ

メンバー対象に、ラ

ダーシステム導入

に向けた研修（本邦

及びインドネシア

国内）を実施する。 

・ラダーシステムに関して 1．本邦研修、2．活動計画の策定、3．実際

の活動（ガイドラインの開発、導入、モニタリング・評価、改訂）、

という順序で活動を行っている。中間レビュー調査までに本邦研修

が実施され、合計 18 名が参加した。 

・研修から帰国したあとは、日本滞在中に作成した活動計画に沿って、

JICA 専門家の側面指導の下、インドネシア側機関が主導となってラ

ダーシステム導入活動が実施されている。 

・中間レビュー以降の 2015 年 10 月に実施された本邦研修は、ラダー

システムをどのように病院運営に活用するか、全国展開の手法など

に関する知見を得ることを目的として実施され、5 大学及び 9 病院の

カウンターパート計 20 名が参加した。 

・そこでは、2015 年 3 月に JICA 短期専門家の協力の下で作成されたラ

ダーシステムの導入プロセスを示したモニタリング・評価シート
2
に

基づいて、各参加者の施設での導入状況の紹介が行われた。2015 年

10 月時点では PK レベルに則した継続教育（Continuous Professional 

Development：CPD）研修の実施進捗はまちまちであった。 

1-5. ラダーシステムの国

家基準を作成する。 

・ラダーシステムの国家標準に関して、ワークショップ等を通じて導

入に必要な骨子がおおむね確定した 2013 年に、「看護師キャリアラ

ダーガイドライン」（以下、「国家ガイドライン」と記す）の暫定版

が保健省より関係機関に配布された。 

・中間レビュー時には、上記ガイドラインは数カ月以内に大臣令とし

て発効されることが見込まれていた。しかしながら、保健省内外の

関係機関との摺り合わせや法務局による審査に想定以上の時間を要

し、さらに、ラダーシステムの直接的な担当であった保健省医療対

策総局（Directorate General for Health Services, the Ministry of Health：

BUK）が 2015 年の組織改編で解体によって、大臣令として発効する

ための手続きは大きく遅延している。終了時評価時点では、ラダー

                                                        
2 特定の文書タイトルは示されていない。 
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システムの大臣令は署名が終了し、保健省法務担当部署での最終審

査を実施している段階とのことであり、この段階から 3 カ月程度を

目途に発効が見込まれている。 

・中間レビュー時点ではコンピテンシー・アセスメント指標の作成が

終了し、2015 年 3 月に評価ツールやモニタリング手法を示した「看

護師コンピテンシー・アセスメント ガイドライン」の最終ドラフト

が完成した。 

・終了時評価時点でもこのガイドラインはドラフトのままであるが、

その作成には大学や病院のワーキンググループが共同で作成したも

のである。保健省から公式に公表されていないが、作成に参加した

施設はこのドラフトを用いてコンピテンシー・アセスメントを実施

している。 

1-6. 各パイロット病院

で、ラダーシステム

を導入する（到達目

標の設定や研修計

画、評価計画の策定

等、幅広い活動を含

む）。 

・すべてのパイロット病院で、上記のガイドラインに基づいて各施設

の状況に合わせた独自のガイドラインが作成され、入院サービスが

開始されていない北スマトラ大学病院以外の病院では、看護スタッ

フのコンピテンシー・アセスメントなど、既に段階的な導入が開始

されている。中間レビュー時点で、9 病院すべてで決定文書（Judgment 

Letter（Surat Keputusan）：SK）として病院長が承認した。 

・北スマトラ病院でも 2016 年 5 月に入院病棟がオープンし、それに伴

って同院でも 2017 年 1 月には国家ガイドラインに沿ってラダーシス

テムのインハウスガイドラインが完成していることが確認されてい

る。これによって、対象 9 病院のすべてで、ラダーシステムの導入

が開始されたこととなる。 

1-7. 各パイロット病院

で、ラダーシステム

を運用する。 

・中間レビュー時には、上述のとおり、各パイロット病院ではラダー

システムの段階的導入が国家ガイドライン（2013 年暫定版）に沿っ

て、開始されたところであった。 
・既出の理由のとおり、国家ガイドラインは終了時評価時点で大臣令

として署名が終了し、保健省法務担当部署での最終審査を実施して

いる段階とのことであり、この段階から 3 カ月程度を目途に発効が

見込まれている。コンピテンシー・アセスメントのガイドラインも

ドラフトのままである。しかしながら、対象病院ではドラフトに沿

った運用が開始されることとなった。 
・コンピテンシー・アセスメントもガイドライン（ドラフト版）に沿

って実施され、9 対象病院のうち 8 病院では終了時評価時点でコンピ

テンシー・アセスメントが完了している。これらの病院では、病院

研修部による継続研修計画や Credentials 結果にしたがって、継続研

修が実施されている。 
・他方、政府系病院に勤務する看護スタッフは 2013 年に発効された病

院内看護委員会の設置と機能を示した大臣令第 49号に従い資格証明
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（Credentials）を更新する必要があり、そのための能力（Clinical 

Privilege：医療行為を行うための許可と範囲）の再評価を 3 年ごとに

実施する必要がある。Clinical Privilege の評価内容はラダーシステム

におけるコンピテンシー・アセスメントの指標と重複している項目

が多いものの、プロジェクトの対象病院の多くは両方を同時に運用

している。某病院では前回の Credentials が 2013 年であり、2016 年か

ら再評価を実施中（約 60％）であるため、ラダーシステムにおける

コンピテンシー・アセスメントは実施していない。 
・2015 年 12 月に実施された保健省の組織改編による BUK 解体後は、

インドネシア側のプロジェクトに対する予算が大きく制限された。

また、各病院でプロジェクト活動に対する予算確保が困難になった

ことや、各病院の抱えるラダーシステムの問題が導入段階･運用状況

によって異なることから、JICA 短期専門家は 2015 年 9 月、2016 年 2

月、2016 年 9 月に各々マカッサル、ジャカルタ、バンドン、メダン、

スラバヤの 5 地域を順次訪問し、各病院でのラダーシステム紹介ワ

ークショップ、組織内の合意形成、コンピテンシー認証システム等の

課題について個別にコンサルテーションやアドバイス等を実施した。

1-8. 各パイロット病院

で、ラダーシステム

導入・運用のモニタ

リング評価を実施

する。 

・2015 年 3 月にラダーシステム担当 JICA 短期専門家の指導下で、ラダ

ーシステムモニタリングフォーマットが作成され、同システム導入は 4

つの段階で構成されることを定義した。①組織内体制作り、②看護能

力評価の実施と PK レベルの認証、③PK レベルを考慮した継続教育プ

ログラム･研修の計画と実施、④能力評価に基づく看護師の適正配置 

・終了時評価時点では、PK レベルに応じた研修の提供のための、既存

の研修コースの対象の明確化や新規研修コースの開発や改訂は対象

9 病院ではその動きが確認されているものの、病院によって実施状況

は差がある。病院によっては定期的な研修の見直しを行うことで研

修対象者の PK レベルを特定し、それに沿って年間研修計画を立案し

ている（PK レベルに合った研修が実現できている）ところもあるが、

ラダーシステムを管理する看護部と研修部や看護委員会等の関係機

関との調整がうまくいっていない場合や、病院の保有する古い研修

プロフラムが看護師の対象 PK レベルを特定していない、対象 PK レ

ベルを意識した内容構成となっていないなどの理由により、研修内

容と受講者の PK レベルが合っていない研修が実施され（ミスマッチ

の発生）、ラダーシステムの強みをうまく利用できていない病院も存

在している。本件は、今後の課題として整理できる。 

・また、適正配置についても、各病院で PK レベルに基づく人員配置計

画の必要性の認識はあるものの、PK レベルに基づいた配置計画を満

たすだけの人材が育っていないケースも多い。終了時評価時点では

PK レベルに基づく理想的な人材配置が実現していないものの、配置
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計画や雇用計画のリファレンスとして活用されつつある状況にある

といえる。 

・他方、活動 1−7 で示したとおり、プロジェクトの対象病院では看護

師の能力評価のシステムとしてラダーシステムの中のコンピテンシ

ー・アセスメントと、国家病院認証委員会による病院認証の要求事

項のひとつである Credentials に必要な Clinical Privilege が同時に運用

されている。ラダーシステムのコンピテンシー・アセスメント指標

と Clinical Privilege の評価指標と内容が類似する評価項目もあり、法

的裏付けのある Credentials が優先される現状も確認された。また、

プロジェクトの対象病院の多くは 2 つの類似する能力評価プロセス

を多くの時間と労力をかけて実施していることが確認された。 

・しかしながら、ある病院ではラダーシステムの中のコンピテンシー・

アセスメントでの結果を Credentials のための能力評価結果に読み換

えることで、Credentials の審査を簡素化（インタビューのみ追加）し

ている。同院ではラダーシステムの特性や目的、活用方法をよく理

解し、適切なコンピテンシー・アセスメントと PK レベル認証、それ

に基づいた研修管理や人材配置が実現している。 

・ラダーシステムはその特性から病院運営管理や能力評価に有用であ

ることは強く示唆されるものの、Credentials とは必ずしも結び付かな

いケースもあり、終了時評価では各病院によって対応が異なる状況

が確認された。この点について、保健省 BPPSDMK も重大な問題で

あると認識している。大臣令として全国的に公式にラダーシステム

を適用することとなった場合には、病院での運用に大きな問題を惹

起する可能性がある。 

1-9. エンドライン調査を

実施する。 

・エンドライン調査は 2017 年 6 月までに実施された。調査結果はラダ

ーシステムの進捗確認や改善のために今後活用されうるものであ

る。しかしながら、調査条件の不備や、分析、データ解釈、考察等

が不十分であったために、終了時評価調査では同調査の結果をラダ

ーシステム導入の効果検証に係る PDM の指標達成度合いの判断を

するための客観的根拠として使用することはできなかった。 

 

成果 2. 対象分野の分野別院内教育研修プログラムが看護師登録の更新に必要な単位を取得できる

研修として認定されるように強化される。 

活動 達成事項 

2-1. 対象分野ごとにカリ

キュラム開発ワー

キンググループを

設置する。 

・カリキュラム開発のワーキンググループは、本邦研修の参加メンバ

ーを中心に組織された。 

・ワーキンググループは、保健省では BPPSDMK と BUK、5 大学、9

病院からの代表者で構成されている。なお、このメンバーには PPNI

や専門の看護協会に所属しているものも含まれている。 
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・ワーキンググループの詳細は以下のとおり。 

 成果 1：キャリア開発ラダーシステム（20 名） 

 成果 2A：救急看護、クリティカル・ケア、災害看護（27 名）  

 成果 2B：老年看護（20 名） 

2-2. カリキュラム開発ワ

ーキンググループ

メンバーに対する

研修（本邦及びイン

ドネシア国内）を実

施する。 

・本邦研修は終了時評価までに合計 7 回開催され、延べ 129 名（合計

163 日）が参加した。具体的には、以下のとおりである。 

（本邦研修） 

 国別研修「カリキュラム開発（救急・災害看護、クリティカル・

ケア分野）」が 2014 年 1 月〜2 月に実施され、19 名のカウンター

パートが参加した。  

 国別研修「カリキュラム開発（基礎老年看護）」が 2014 年 9 月〜

10 月に実施された。 

 国別研修「カリキュラム開発（老年看護中級）」が 2016 年 7 月〜8

月にかけて実施され，20 名のカウンターパートが参加した。 

 国別研修「カリキュラム開発（上級災害看護）」が 2017 年 5 月に

実施され、24 名のカウンターパートが参加した。 

 課題別研修「ASEAN 救急･災害医療」が 2017 年 5 月に開催され、

カウンターパート 2 名（1 名は教育、1 名は臨床現場という視点で

選定）が参加した。看護の視点だけでなく、「災害医療」としての

視点を学んだ。 

・本邦研修に加え、プロジェクトは多くのインドネシア国内研修を実

施した。詳細は以下のとおりである。 

（インドネシア国内研修） 

 災害看護については短期専門家の活動に合せて 2015 年 3 月と 5

月、2016 年 5 月と 8 月の計 4 回実施し、机上シミュレーション教

育のワークショップを実施した。2017 年 8 月にはエマルゴトレー

ニングインストラクターコース｛修了者は国際ライセンスが取得

できる｝を実施予定。合計 30 名のインストラクターを大学、病院、

保健省のカウンターパートから養成する予定である。 

 クリティカル・ケアでは短期専門家派遣に合わせて 2015 年 8 月、

2016 年 8 月、2017 年 3 月にシミュレーション教育及び ICU 基礎

カリキュラム改訂をテーマとしたワークショップを開催した。ま

た、2017 年 3 月にはワークショップで活動総括も実施した。 

 老年看護でも、短期専門家の活動に合わせて 2016 年 3 月に基礎カ

リキュラム開発のためのワークショップ、2017 年 3 月は中級カリ

キュラム開発及び活動総括ワークショップを開催した。  
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2-3. 看護師登録更新に必

要な 25 単位に整合

させて中央レベル

で既存カリキュラ

ムや教材の改善を

行う。 

 

 

・救急看護：2014 年 1 月の本邦研修実施前にカリキュラム及び教材案の

作成が終了していた。中間レビュー実施時点で進行中であった保健省

内で研修カリキュラムを承認するプロセスにおいて、ワーキンググル

ープメンバーも参加した。短期専門家は研修対象者のレベルに応じた

研修目的の設定などを助言した。同カリキュラムは保健省の認証を得

ており、各病院が CPD として実施する院内研修時に適用されている。

・災害看護：インドネシア看護協会の救急災害看護委員会が作成中で

あった災害看護コンピテンシーについて、ワーキンググループのメ

ンバーとも連携しラダーシステムの定義に則したコンピテンシーと

なるよう支援した。このコンピテンシーは国際看護師協会（ICN）と

WHO が出版した災害看護コンピテンシーガイドライン「 ICN 

Framework of Disaster Nursing Competencies」を元にインドネシアの看

護基準に沿って作成された。2015 年 3 月に机上演習の内容について

検討したうえで、カリキュラム及び研修モジュールのドラフトが完

成し、7 月にカリキュラム検証のためのトライアルが実施された。 

・クリティカル・ケア：ニーズ分析やコンピテンシーの明確化に基づ

く修正作業を行いながら、既存カリキュラム案が改訂され、2017 年

3 月に「ICU 基礎看護カリキュラム」が完成した。終了時評価時点で

は研修モジュールの最終化を行っている段階である。  

・看護：老年看護ワーキンググループには保健省、大学、病院のカウ

ンターパートに加えて、保健人材専門学校（ポリテクニクス）も参

加している。老年看護のカリキュラム及び研修モジュール開発は中

間レビュー以降に本格化した。基礎老年看護カリキュラムの開発は

2016 年 3 月に終了し、その後、研修モジュール開発が行われた。ま

た、同カリキュラム及び研修モジュールは 2016 年 10 月に保健省か

ら国家標準としての認証を受けている。 

・また、これらの活動と並行して老年看護ワーキンググループは中級

カリキュラム開発を進めており、終了時評価時点ではカリキュラム

案が完成した段階である。  

・既に認証を受けている救急看護及び基礎老年看護以外のカリキュラ

ムについて、終了時評価時点では保健省 BPPSDMK による認証を取

得できていない。今後は現場での試験実施による内容の検証を行い、

認証取得にための活動を進めてゆく予定である。 

2-4.  改善されたカリキ

ュラムと教材を地

方のニーズに見合

う形に修正する。 

・大学、病院の関係者もワーキンググループに参加しており、中央レ

ベルでのカリキュラム開発・改訂後、プロジェクト終了までに必要

に応じ、地方のニーズに沿った修正が行える体制が整っている。  

・基礎老年看護カリキュラムは TOT 実施後 3 カ月程度の研修受講生 

（トレーナーとして指導する立場の人）の評価を実施し知識、態度、

実践を調査することでカリキュラム及び研修モジュールを評価し
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た。終了時評価時点では結果の分析中であるが、おおむね良好な変

化が確認されている。詳細な結果は 2017 年 8 月に予定のプロジェク

トの全カウンターパート機関関係者及び 100 の保健省傘下の病院が

参加するセミナー（National Seminar）で発表される。 

他のテーマについても、保健省による認証に向けて、ワーキンググ

ループが主導で、適宜、評価を行うこととしている。 

2-5. 院内教育研修のトレ

ー ナ ー 育 成 研 修

（TOT）を実施する

（インドネシア国

内）。 

・TOT は保健省が主導して実施されている。TOT は保健省のスタッフ

に加え、分野によって病院医師や大学教員などの外部者等がマスタ

ー・トレーナーとなり、プロジェクトで作成したカリキュラムを用

いて実施された。 

・災害看護：2016 年 1 月及び 2 月にそれぞれジャカルタ。マカッサル

で TOT が実施され、60 名のトレーナーが全国に養成された。  

・クリティカル・ケア：TOT はこれまで数回計画されていたものの、

保健省の予算の制約等により延期されており、終了時評価時点では

プロジェクト期間終了までに実施できる見込みはなくなった。しか

しながら、保健省は 2018 年度予算での TOT 実施を計画しており、

2018 年 7 月の実施をめざしている。 

・老年看護：2016 年 10 月には TOT がジャカルタで実施され、カウン

ターパートの人材以外の保健人材も含め、60 名のトレーナーが全国

に養成された。 

2-6. 看護師対象の院内教

育研修を実施する。 

・救急看護：認証を受けた研修であり、既に各地の院内研修に使用さ

れている。 

・災害看護：エマルゴトレインシステム®導入後の 2017 年 9 月にバン

ドンにおいて災害看護基礎院内研修が実施される予定である。 

それ以降も、いくつかの地域で同システムを用いた院内研修が実施

される見込みである。 

・クリティカル・ケア：インドネシア側の予算の制約により TOT は 2017

年 7 月時点で実施できていないが、カリキュラム及び研修モジュー

ルの試行を 2017 年 8 月に北スマトラ大学、北スマトラ大学病院、ア

ダムマリク病院合同で実施する予定である。 

・老年看護：プロジェクトで開発したカリキュラムに沿った院内研修

が 2017 年にメダン、スラバヤ、マカッサルにて合計 4 病院で実施さ

れた。また、2017 年 7～8 月にジャカルタにて、ファトマワティ病院

とプルサハバタン病院の合同研修が予定されている。 

2-7. 対象分野の院内教育

研修に関するモニ

タリング評価を実

施する。 

・プロジェクトの中で直接的な開発支援を行った老年看護については、

活動 2-4 で示したとおり、TOT 後の研修受講者に対する知識・態度・

行動（Knowledge, Attitude and Practice：KAP）調査でカリキュラム及

び研修モジュールの評価を行った。災害看護及びクリティカル・ケ

アについては、保健省による認証取得に向けて、試験的な研修の実
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施を行うことで評価することを予定している。 

・本プロジェクト対象病院を含むインドネシアの各病院は、看護師継

続教育のために、さまざまなテーマで独自の研修コースを有してい

る。プロジェクトの対象病院の中には、研修の振り返り、研修の課

題等を抽出、次回の研修に生かす取り組みを行っているところもあ

る。しかしながら、活動 1-8 に記載したとおり、ラダーシステムのコ

ンピテンシー・アセスメントによる PK レベル認証に併せて研修コー

スの見直し等が行われていない場合も多く、PK レベルと研修の内容

にミスマッチが生じているケースも確認されており、今後の課題と

して整理できる。 

 

成果 3. プロジェクトの経験（アウトプット 1 及び 2）がプロジェクト対象地域以外の研修機関等

関係者に共有される。 

活動 達成事項 

3-1. プロジェクトの経験

をレビューするた

め、保健省関係部局

と定期的に会議を

行う。 

・中央レベルでは 1～3 カ月に 1 回の頻度で全体運営会議を実施し、中

間レビュー以降は計 28 回実施している。 

・ 保健省の組織改編により 2015 年 12 月に BUK が解体したこともあ

り、中間レビュー以降は保健省での全体会議は 2 回のみである。 

・しかしながら、特定の活動等に関連する関係者とは、必要な連絡調

整は継続された。 

3-2. ワークショップ、セ

ミナー等を通して

プロジェクトの経

験を幅広い関係者

に共有する。 

・プロジェクトで実施したワークショップ、セミナー等の詳細は、後

述する成果 3 の指標の達成度を参照のこと。 

 

３－３ 成果及びプロジェクト目標の達成状況 

（1）指標を用いた達成度測定を行ううえでの制約 

  2015 年 2 月に実施された中間レビュー時に合同中間レビューチームは、当時の最新の PDM で

ある version 2 に設定されている指標のいくつかに適切性に関する問題を確認した。具体的には、

客観的な到達目標（値）や到達していることを表現する条件などの評価尺度が明確に示されてい

ないものが認められた。これに対し、中間レビュー調査団は中間レビュー報告書にて、指標の修

正や用語の定義づけ等の PDM 修正に関する提言を行った。しかしながら、カウンターパート機

関や JICA 側プロジェクト実施体制の変更などにより、中間レビュー以降に実施された JCC では

提言に基づいた PDM 修正に関する協議を開始できる状況に至らず、問題は残されたままとなっ

ている。したがって、合同終了時評価チームは、質問票やインタビューによる調査、直接観察な

どで得られた関連情報等で補強することで、達成状況を総合的に判断することとした。 
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（2）成果の達成  

1）成果 1 

成果 1 の指標の達成度を以下に示す。  

成果 1. 保健省に承認されたパイロット病院において、キャリア開発ラダーシステム（以下、ラダ

ーシステム）が導入される。 

指標 達成度 

1-1. ラダーシステムを導

入したパイロット

病院の数（9 施設以

上） 

 

・2013 年以降、ラダーシステムの国家ガイドライン（暫定版）に基づ

いて、9 つのパイロット病院すべてで段階的な導入が開始されてい

た。 

・現地調査での面談調査では、ラダーシステムのコンピテンシー・ア

セスメントに基づく PK レベルの認証や、PK レベルに応じた年間研

修計画の策定、PK レベルや専門性等に基づいた人材配置や雇用計画

を実践している事例を多く確認した。 

・しかしながら、活動 1-7 に示したとおり、プロジェクトの対象病院で

は看護師の能力評価のシステムとしてラダーシステムの中のコンピ

テンシー・アセスメントと、国家病院認証委員会による病院認証の

要求事項のひとつである Credentials に必要な Clinical Privilege が同時

に運用されている。ラダーシステムのコンピテンシー・アセスメン

ト指標とClinical Privilegeの評価指標と内容が類似する評価項目もあ

り、法的裏づけのある Credentials が優先される現状も確認された。

また、プロジェクトの対象病院の多くは 2 つの類似する能力評価プ

ロセスを多くの時間と労力をかけて実施していることが確認され

た。 

・また、対象病院のひとつでは、Credentials の評価活動を優先している

ことから、プロジェクトで作成した指標に基づくコンピテンシー・

アセスメントが実施されておらず、それに引き続く PK レベルに応じ

た継続研修の計画・実施や、PK レベル等を考慮した人材配置計画な

ども実施されていないことを確認している。 

1-2. 各パイロット病院

で、ラダーシステム

における院内研修

を受けた看護師の

割合（ベースライン

値：0％、2016 年ま

で の タ ー ゲ ッ ト

値：75％） 

・プロジェクトは本指標に関連するデータ収集のためにエンドライン

調査をインドネシアの大学機関に関連するコンサルティング会社に

委託を行うことで実施した。調査結果はラダーシステムの進捗確認

や改善のために今後活用されうるものである。しかしながら、デー

タ収集方法の不備や分析の不十分さや誤りが認められたため、終了

時評価調査では、同調査の結果をラダーシステム導入の効果検証に

係る PDM の指標達成度合いの判断をするための客観的根拠として

使用することはできなかった。 

・他方、既出の 1 病院を除いては対象病院でラダーシステムのコンピ

テンシー・アセスメントによる PK レベル認証が行われており、PK

レベルを考慮した院内研修が実施されていると報告されている。 
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1-3. 各パイロット病院

で、ラダーシステム

に基づき看護実践

能力の評価を受け

た看護師の割合（タ

ーゲット値：75％） 

・指標 1-2 の達成度で示したとおり、本指標測定のためのエンドライン

調査結果は得られていない。 

・しかしながら、終了時評価団員による聞き取り調査では、既出の 1

病院を除いてはおおむねプロジェクトで作成したコンピテンシー・

アセスメント指標を参照した PK レベル認定はおおむね終了してい

ることが報告された。 

 

インドネシア保健省は看護職員を含む医療従事者の能力強化に向けた政策的取り組みを強化

しており、ラダーシステムの導入を推し進めている。インドネシアではラダーシステムの枠組み

が 2006 年に示されていたが、本プロジェクトではより適用性、実行可能性の高いシステムとす

るために、日本のラダーシステムの経験、知見を参考に改良を進めていた。プロジェクトでは、

ラダーシステム導入に必要な手順に関する国家ガイドライン（暫定版）を 2013 年に配布した。

中間レビュー時点では 9 つのパイロット病院すべてで段階的な導入が開始されている。また、中

間レビュー時点では、プロジェクトはコンピテンシー・アセスメントのための指標の設定が終了

していた。 

ラダーシステム国家ガイドラインは 2015 年末までに大臣令として発効されることが見込まれ

ていたが、保健省内外の関係機関との摺り合わせや、大臣令発効のための法的手続き等に想定以

上の時間を要したことなどの理由に加え、特にラダーシステムを担当していた BUK が 2015 年

12 月に解体されたことにより手続きが進まず、終了時評価時点で発効されていない。コンピテ

ンシー・アセスメント・ガイドラインも作成されたが、終了時評価時点で公式化されていない。

また、本プロジェクトのマネジメントの観点からも、暫定的にプロジェクト期間終了までの間の

ラダーシステムの担当を BPPSDMK が引き継ぐことが決定したのが 2016 年 10 月であり、それ

までの間は保健省でのラダーシステムに関する活動は停滞していた。 

しかしながら、2013 年に国家ガイドライン暫定版が配布されたあとに 100 施設以上の病院を

対象としたセミナーにより概念や手順等は広く公表されており、JICA 専門家と現場レベルでの

インドネシア側カウンターパートにより、プロジェクト活動としては継続されていた。大臣令と

しては公表されていないものの、プロジェクト対象病院ではラダーシステムの導入を進めた。病

院によって進捗の差が生じているものの、1 病院を除いては対象病院ではコンピテンシー・アセ

スメントにより看護師の PK レベル認証が実施され、PK レベルに応じた研修計画の計画・実施

が行われている。ただし、多くの病院では、必要な看護実践能力に基づいた人材配置計画を満た

すための育成期間が経過していないために、看護師の PK レベルや専門性に基づく人材の配置や

雇用はできる範囲で実施しているという状況である。 

他方、プロジェクトは国家ガイドラインに基づいたラダーシステム運用をモニタリング・評価

し、プロジェクト期間終了までに更なる改訂案を作成することをめざしていたが、終了時評価時

点では運用上の大きな課題（活動 1-7 を参照）やラダーシステムの活用による効果的な継続研修

を行ううえでの新たな課題（活動 1-8 を参照）等が認められている。具体的には、プロジェクト

の前半で BUK 主導で進めてきたラダーシステムとコンピテンシー・アセスメント指標の開発作

業と並行して、BPPSDMK は病院認証の要求事項である看護師の Credentials と Clinical Privilege

の開発を進めていた。Credentials 及び Clinical Privilege は大臣令 No. 49 の中で看護委員会の実施

項目として明記されている。ラダーシステムのワーキンググループは BPPSDMK が Credentials
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の導入と Clinical Privilege の評価項目の作成を進めていることを承知しており、看護実践能力評

価において Credentials との齟齬を避けるために、ラダーシステムの中のコンピテンシー・アセ

スメント指標は Clinical Privilege の評価項目を参照しながら作成された。その結果、この 2 つの

能力評価基準の内容は重複している項目も多い。プロジェクトの対象病院ではラダーシステムの

運用をプロジェクト活動として実施していることから、類似する 2 つの評価プロセスに多くの時

間と労力をかけて実施している。しかしながら、ある病院は Credentials のための能力評価にラ

ダーシステムのコンピテンシー・アセスメントの結果を使用することで評価や認証のプロセスの

効率化が図られていた。同時に、同院ではラダーシステムのコンピテンシー・アセスメントのコ

ンセプトや強みをよく理解し、Credentials の能力評価に合格するためのコンピテンシー・アセス

メントではなく、本来の目的である PK レベルや人員配置方針に従った効果的かつ効率的な研修

を実施していた。 

なお、終了時評価時点での聞き取りでは、ラダーシステムの大臣令は署名が終了し、終了時評

価時点では保健省法務担当部署での最終審査を実施している段階とのことであり、この段階から

3 カ月程度を目途に発効が見込まれている。しかしながら、上述したような課題は全国的なラダ

ーシステムの適用や効果的な継続研修の実現を大きく阻害する可能性があり、保健省 BPPSDMK

はカウンターパート大学や病院などの関係機関と具体的な対応策の検討を直ちに開始する必要

性が示唆される。 

以上のことから、成果 1 の達成度は中程度と考えられる。 

2）成果 2 

成果 2 の指標の達成度を以下に示す。 

成果 2. 対象分野の分野別院内教育研修プログラムが看護師登録の更新に必要な単位を取得できる

研修として認定されるように強化される。 

指標 達成度 

2-1. 開発されたカリキュ

ラムの数（2 種以上

ターゲット分野：救

急看護 /クリティカ

ル・ケア/災害看護及

び老年看護） 

  

・救急看護：第 1 回の本邦研修前に改訂作業が終了しており、プロジ

ェクトの協力は承認作業に技術的アドバイスを行うなど限定的であ

った。同カリキュラムは既に国家承認されており、全国的に継続教

育に使用されている。 

・災害看護：基礎災害看護カリキュラム及び研修の開発は終了してお

り、TOT も実施済みである。内容評価のためのトライアルも終了し

ている。 

・クリティカル・ケア：カリキュラム開発は終了しており、研修モジ

ュールも最終化を行っている段階である。保健省の予算の制約のた

めに TOT は実施できていないが、2018 年度予算での実施を計画して

いる。 

・老年看護：基礎カリキュラム及び研修の開発は終了しており、TOT

も実施済みである。内容評価のためのトライアルも終了し、2016 年

10 月に保健省から国家標準としての認証が得られている。終了時評

価時点では、中級レベルのカリキュラム作成作業がワーキンググル

ープで終了している。 
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・災害看護、クリティカル・ケア、老年看護カリキュラムについては、

今後インドネシア側主導で、順次内容の検証を行いインドネシア国

家承認を取得する予定である。 

2-2. プロジェクトを通し

て育成されたトレ

ーナーの数（ターゲ

ット値：60 名） 

・災害看護及び老年看護ではプロジェクトの対象病院を含む全国の病

院を対象に TOT を実施し、終了時評価時点でそれぞれ 60 名ずつの

トレーナーが養成された。 

・クリティカル・ケアについてはプロジェクト期間終了までに TOT は

実施できないが、保健省は 2018 年度予算で TOT を実施することを

計画している。 

2-3. 関連病院における研

修を受けた看護師

と研修を受けてい

ない看護師の対象

分野に関する知識

や技術の相違 

・エンドライン調査で看護師の知識や技術に関する KAP 調査が実施さ

れたが、インドネシアの大学関連ローカルコンサルティング会社に

よる調査の条件の適切性に問題があり、結果の分析も十分になされ

ていなかったため、結果は活用できない。 

・また、KAP 調査も対照試験ではないため、このような条件下ではプ

ロジェクトの介入効果を分析するための比較検討は実施できない。 

 

プロジェクト開始から約 1 年間は政策的に進められていたラダーシステムに係わる活動（成果

1）に注力し、カリキュラムや教材の開発・改訂に係わる活動は 2014 年 1 月より本格的に開始さ

れた。カリキュラム開発は本邦研修参加者を中心に組織されたワーキンググループが主導して実

施され、適宜、JICA 専門家が技術的アドバイス等を行った。指標 2-1 の達成度に示したとおり、

終了時評価時点ではカリキュラム及び研修モジュールはほぼ終了しており、災害看護及び老年看

護については、インドネシア全土からの参加者を得て TOT が実施され、終了時評価時点でそれ

ぞれ 60 名のトレーナーが養成されている。TOT の実施はプロジェクト成果の持続性を考慮し、

インドネシア側予算で実施されたため、クリティカル・ケアについては予算的制約から終了時評

価時点で TOT は実施できないが、2018 年度予算の実施をめざしている。また、基礎老年看護に

ついては 2016 年 10 月に保健省から国家標準としての認証を取得しており、その他のカリキュラ

ム及び研修モジュールは順次試験的な研修実施を行うことで内容の検証を行い、必要に応じて改

訂を行ったうえで保健省による認証取得のための手続きを進める予定である。 

 

なお、指標 2-3 で意図していた研修を実施したことによるアウトカム（看護師の対象分野に関

する知識や技術）は確認できなかった。しかしながら、インドネシア側カウンターパートからは

カリキュラム開発のワーキンググループを維持し、適宜、関連する看護協会と協力しながらカリ

キュラム開発や改訂を行う意向が示されたことから、将来的には研修効果の検証もインドネシア

側カウンターパートにより実施されることが一定程度期待できる。 

 

以上のことから、終了時評価時点では老年看護基礎カリキュラムのみが保健省の認証の取得を

完了していることで、成果 2 は部分的に達成されていると考えられる。 
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3）成果 3 

成果 3 の指標の達成度を以下に示す。 

成果 3. プロジェクトの経験（アウトプット 1 及び 2）がプロジェクト対象地域以外の研修機関等

関係者に共有される。 

指標 達成度 

3-1. ラダーシステムに関

するセミナー /ワー

クショップ等に参

加した病院の数（タ

ーゲット値：100） 

・2013 年にラダーシステムの国家ガイドライン（暫定版）が完成した

あと、保健省が開催した普及セミナーには 100 以上の病院が参加し

た。  

・保健省 BUK 主催の専門病院年次全国大会（2013 年）でもプロジェク

トの取り組みが紹介された。 

・2016 年 8 月にインドネシア国家看護協会（PPNI）看護マネージャー

年次総会にて、プロジェクトはラダーシステムについてのプレゼン

テーションを行った。同会には約 230 名が参加した。 

・2017 年第 1 回にポリテクニック国際シンポジウムが開催され、プロ

ジェクトはラダーシステムの導入とその成果について発表した。同

シンポジウムには約 300 名参加した。  

・2017 年 8 月には全国の基幹病院 100 施設を対象とする国家セミナー

を開催予定であり、ラダーシステムの導入や CPD について発表する

予定である。 

3-2. 対象分野に関するセ

ミナー /ワークショ

ップ等に参加した

研修機関（大学、病

院等）の数（ターゲ

ット値：150 機関）

・ 2016 年 3 月にインドネシア大学（約 100 名）、北スマトラ大学（約

200 名）、アイルランガ大学（約 200 名）にて看護学部修士課程の学

生、周辺地域の病院スタッフを対象として JICA 短期専門家が災害看

護について、それぞれ特別講義を行った。 

・ 2016 年 9 月に北スマトラ大学にて看護学部教員、修士課程の学生及

び周辺地域の看護師約 200 名を対象として、JICA 短期専門家が日本

における災害看護の経験について特別講義を行った。 

・ 2016 年 9 月にペトロキミア病院にて、JICA 短期専門家が周辺地域の

医療従事者や大学教員、学生約 320 名を対象として、災害看護管理

をテーマとした講義実施した。同日実施した机上訓練を紹介するワ

ークショップを実施し、約 120 名が参加した。 

・ 2016 年 9 月に JICA 短期専門家がインドネシア救急災害看護協会

（Indonesian Disaster and Emergency Nursing Association（Himpunan 

Perawat Gawat Darurat Bencana Indonesia）：HIPGAVI）南スラウェシ支

部において、同協会員約 50 名を対象として災害時要援護者特性と災

害看護管理をテーマとしたワークショップで講演、指導を行った。 

・ 2016 年 9 月に JICA 短期専門家がジャカルタの保健人材専門学校に

おいて、3 年生の学生約 200 名を対象として災害時の看護の役割をテ

ーマとしたワークショップで講演、指導を行った。 

・ 2016 年 9 月に JICA 短期専門家がジョグジャカルタで開催された看
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護管理者協会年次総会で、看護マネージャー約 230 名を対象として、

ラダーシステムに関するプロジェクト活動の概要と成果をテーマと

したプレゼンテーションを行った。 

・ 2016 年 11 月に JICA 短期専門家が HIPGAVI 年次総会にて同協会員

約 1,000 名を対象に、プロジェクトの紹介と日本の災害看護のトリア

ージの実施についてプレゼンテーションした。 

・ 2016 年 11 月に JICA 短期専門家が南スラウェシにてハサヌディン大

学の修士課程及び学部学生約 120 名を対象に、「災害時緊急援助段階

におけるトリアージと初期評価」及び「災害発生後のコミュニティ

での緊急時対応計画策定−日本の経験からの学び−」をテーマとした

講義を行った。 

・ 2017 年 3 月に JICA 短期専門家がインドネシア大学（約 30 名）、パ

ジャジャラン大学（約 230 名）、アイルランガ大学（約 130 名）、ハ

サヌディン大学（約 200 名）、北スマトラ大学（約 30 名）にて周辺

地域の医療従事者、学生を対象に、「日本の専門看護師のコンピテン

シー」及び「日本における認定看護師と専門看護師の継続教育の比

較」をテーマとした講義をそれぞれ実施した。 

・ 2017 年 3 月に JICA 短期専門家がジャカルタのプルサハバタン病院

にて同院の看護師 30 名を対象に、呼吸器系のシミュレーターの使用

方法に関するトレーナー養成を目的とした研修を実施した。 

・ 2017 年 4 月に JICA 短期専門家が第１回保健人材学校国際シンポジ

ウム（ジャカルタ）にて教員約 300 名を対象に、プロジェクトの紹

介とラダーシステムの人材育成に対する効果をテーマとしたプレゼ

ンテーションを行った。 

・ 2017 年 6 月に日本赤十字看護学会第 18 回学術集会（福岡県北九州市

にインドネシア人カウンターパート 4 名が参加し、ラダーシステム、

クリティカル・ケア、災害看護、老年看護の 4 領域について 5 年間

のプロジェクト活動のポスター発表を行った。 

・ 2017 年 7 月に南スラウェシのハサヌディン大学病院において老年看

護国家シンポジウムで JICA短期専門家がシンポジストとして参加予

定である。 

・ 2017 年 8 月に JICA 短期専門家が南スラウェシのハサヌディン大学

病院で開催されるワークショップでゲストスピーカーとして招待さ

れており、講演も行われることになっている。 

・ 2017 年 8 月に 看護管理者協会年次総会にて JICA 短期専門家がラ

ダーシステムに関するプロジェクト活動の概要と成果をテーマとし

たプレゼンテーションを実施予定である。 

 

指標の達成度でも示したとおり、プロジェクトの前半で国家ガイドラインの普及セミナーや

BUK の専門病院年次総会を通して多くの病院、看護師に普及活動が行われている。カリキュラ
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ムや教材に関する普及のためのセミナーやワークショップも特に中間レビュー以降に実施され

た。これらのセミナーやワークショップにはプロジェクトのカウンターパートだけではなく、開

催地周辺の医療施設スタッフも参加している。 

具体的には、災害看護及び老年看護の TOT では対象施設の医療従事者だけではなく、周辺の

医療施設スタッフもトレーナーとして養成しており、プロジェクトはプロジェクトの効果の積極

的な普及を意識した活動が継続されてきた。さらに、JICA 短期専門家はカウンターパートに対

する指導に加えて、指標 3-2 の達成事項で示したとおり、本プロジェクトのカウンターパートを

含む大学教員や周辺地域の医療従事者、修士や学部学生を対象とした講義やワークショップを多

数実施しており、参加者の合計は約 4,000 名である。 

他方、2017 年 8 月には保健省主催の国家セミナーを基幹病院約 100 施設を対象として開催し、

本プロジェクトの達成事項や知見、経験を共有する予定である。 

以上のことから、終了時評価時点での成果 3 の達成度は高いと考えられる。 

 

（3）プロジェクト目標の達成度 

   プロジェクト目標の指標の達成度を以下に示す。 

【プロジェクト目標】対象地域において看護師の実践能力向上のための院内研修システムが強化さ

れる。 

指標 達成度 

1. ラダーシステムの効

果の検証結果と、院内

教育システムへの改

善に活用した内容リ

スト 

本指標は、達成度測定のための客観的な数値目標や状態が明確に示さ

れていないため、本指標も成果達成の指標として不適切である。  

したがって、本指標はプロジェクト目標達成度測定のための指標とし

て使用しない。 

2. 大学により提供され

る継続教育研修のう

ち、25 単位の一部とし

て認定されるコース

の数（ターゲット値：

10） 

本指標では、大学が病院で実施される院内研修のための研修コースを

保有することを想定するものであるが、実際には院内研修コースは病院

が保有し、必要に応じて大学が講師派遣などで協力する体制であること

から、本指標は現状を反映したものでなく、指標として不適切である。

したがって、本指標もプロジェクト目標達成度測定のための指標とし

て使用しない。 

以下に、本指標に関連する達成度測定を補強する情報を示す。 

看護師登録更新のための継続教育コースの認定を行うインドネシア国

家看護協会（PPNI）が関係機関としてプロジェクトに参加しており、

必要な基準に沿って研修カリキュラム等が開発されていることから、

プロジェクトで改訂、開発した研修コース（災害看護、クリティカル・

ケア及び老年看護）が認定される可能性は高い。 

 

指標の達成度でも示したとおり、設定されている指標は適切性に欠けるため、プロジェクト目

標達成度測定に直接的に使用できない。したがって、ここでは成果の達成状況やその他周辺情報

から総合的に判断する。 
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成果 1 で示したとおり、プロジェクトによって国家ガイドライン及び看護師コンピテンシー・

アセスメント・ガイドラインのドラフトが完成し、プロジェクトの対象病院では導入が進められ

ている。導入により効果的な継続教育や人材配置計画や雇用計画が実施されている施設は多いも

のの、国家病院認証委員会による病院認証の要求事項のひとつである Credentials の Clinical 

Privilege との内容の重複や PK レベルと既存の院内研修コースの対象範囲や難易度とのミスマッ

チなどの重要な課題も確認されていることから、終了時評価時点ではラダーシステムの基盤（ガ

イドラインや指標など）が技術的観点では整備されたといえ、また有効性は確認されたものの、

適切かつ効果的に運用するうえでの大きな課題も確認されている。またこれらの課題を解決する

ためには保健省でのラダーシステムと Credentials の効率的な運用についての対策を直ちに開始す

る必要があるが、中央レベルでのラダーシステム運営管理の実施体制も決定していないこともあ

り、今後のインドネシアにおけるラダーシステム運用の大きな課題として整理できる。 

 

成果 2 では、特にインドネシアで重要なテーマである救急看護、災害看護、クリティカル・ケ

ア及び老年看護について、行政機関（保健省）、教育機関（大学や PPNI）、医療機関（病院）によ

る多分野で、大学や病院はさまざまな地域、規模の組織で構成されるワーキンググループが主導

して、カリキュラム及び研修モジュールの改訂、開発が行われた。終了時評価時点ではワーキン

ググループ独自に老年看護の中級カリキュラム開発が進められているなど、自立的な活動も確認

されたことから、成果 2 の目的は満たされたものと考えられる。 

 

また、成果 3 で示したとおり、プロジェクトの経験や達成事項は対象地域以外にも裨益してい

ることが確認されたが、特にラダーシステム運営管理の実施体制構築や効果的な継続教育の実現

にはいくつかの課題も認められており、インドネシアにおけるラダーシステムのあり方や、運用

方法の見直しが必要である状況である。このように、プロジェクト開始時に想定していた達成状

況には至っていないが、プロジェクト目標である看護実践能力強化のための院内教育システムの

「基盤」は技術的観点では構築できたと考えられる。 

 

以上のことから、終了時評価時点でのプロジェクト目標の達成度は中程度と考えられる。 

 

３－４ 実施プロセスの検証 

（1）プロジェクトマネジメントと関係者間のコミュニケーション 

  本プロジェクトは関係機関が多いが、全体のマネジメントのための会議をおおむね 1～2

カ月に 1 回の頻度で実施してきている。これに加え、必要に応じて個別のテーマの関係者で

の会議やワークショップ、日常的な e-mail 等で頻繁にコミュニケーションをとっていた。前

述のとおり、本プロジェクトは関係機関が多く、会議開催や活動の実施で関係者の日程調整

等に苦慮することがあり、一部の活動では若干の遅れが生じたケースもあったが、日常的な

課題等については、コミュニケーションや情報共有に関してはおおむね適切に継続されてい

た。 

  しかしながら、ラダーシステムの中のコンピテンシー・アセスメントと看護師の Credentials

の Clinical Privilege の評価項目重複が、関係者間の連絡調整の問題により生じた課題として

確認された。また、プロジェクトの前半では院内教育システム強化の骨子となるラダーシス
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テムの導入やコンピテンシー・アセスメント指標の開発にプロジェクトの力点が置かれてい

た。中間レビュー時には各対象病院での導入が徐々に始められていることが確認されたため、

中間レビュー以降は遅れていたカリキュラム開発にプロジェクトの重心が大きく移動してい

る。それにより、特に災害看護や老年看護分野のカリキュラム及び研修モジュール開発は大

きく進展したが、Credentials の導入が進められていることの認識はあったものの、現場レベ

ルで内容の類似した看護実践能力評価プロセスの適用による負担が発生している状況を十分

に把握できていなかった。このことは、プロジェクトによる成果 1 に対するモニタリングが

十分でなかった可能性が示唆され、プロジェクトマネジメント上の問題があったものと考え

られる。 

  他方、2015 年 12 月にプロジェクトの主要なカウンターパート機関のひとつである BUK が

保健省の組織改編により解体された。BUK は主に成果 1 のラダーシステムの確立を主導して

いたため、プロジェクトはインドネシアにおけるプロジェクト実施体制再構築を行う必要性

が生じ、JICA 長期専門家は問題提起を行ったものの、有効な手段を講じることができなかっ

た。結果として、BPPSDMK が暫定的にラダーシステムの責任を担うことが決定するまで 10

カ月（2016 年 10 月）を要し、それまでの間は、中央レベルでの成果 1 の活動実施のための

連絡調整は大きく制限された。また、プロジェクトの中ではラダーシステム確立の責任機関

を BPPSDMK が担うことと整理されたが、本来の BPPSDMK の機能を考慮すると、プロジェ

クト期間終了後もラダーシステムの運営管理をBPPSDMKが担ってゆくことは検討の余地が

ある。現時点では BPPSDMK や教育機関等に異動した旧 BUK スタッフを中心に成果 1 に係

わる活動をフォローアップしているが、BPPSDMK はプロジェクト期間終了までに、ラダー

システムの維持管理のための体制を決定するための役割を果たすことが強く求められる。 

 

（2）オーナーシップ及び自律性 

  インドネシアは看護実践能力強化に向けて継続教育を重視しており、保健省や大学をはじめと

するプロジェクトの実施機関、関連機関のコミットメントを示してきた。また、保健省は看護実

践能力強化の実現のために活発な政策努力を行っており、プロジェクト対象施設以外の病院でも

何らかの形でラダーシステムが導入されつつある。また、保健省が推奨する病院認証には、病院

は適切な継続教育を行うシステムを有することや、災害派遣医療チームを設置することなどが示

されており、また、老年医療が病院サービスとして実施されることを示した大臣令が 2015 年に発

効されたことなどもあり、これらの要件等を支援するプロジェクトに対しては、カウンターパー

ト機関だけでなく、多くの病院、看護師の関心は高い。 

 

  しかしながら、プロジェクト目標の達成度で示したとおり、病院等の現場レベルでのラダーシ

ステムや継続教育実施、カリキュラム開発等のオーナーシップは高いものの、終了時評価時点で

は、保健省でのラダーシステム運営管理体制も厳密には決定していない。また、効果的なラダー

システム運営のための課題も確認されていることから、現場レベルでのラダーシステムのオーナ

ーシップや自立性は一定程度期待できるものの、中央レベルでの自立性には課題が残されている。 
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第４章 評価結果  

４－１ 妥当性 

以下に示す理由から、プロジェクトの妥当性は終了時評価時点でおおむね維持されている。 

 

（1）インドネシアにおける保健政策及びターゲットグループのニーズ、日本の援助方針とプロジェ

クト目標の一致性  

  2012 年 4～5 月に実施された事前評価で確認されたインドネシア保健政策及びターゲットグル

ープのニーズ、日本の援助政策とプロジェクト目標の一致性に関して、本事業の妥当性を損ねる

ような政策の変更やニーズの変化等は認められず、その整合性は終了時評価時点においても維持

されている。 

  具体的には、保健省は病院機能の国際標準化を強く推進しており、7 州のクラス A 病院は病院

施設が国際病院評価機構（JCI）の認証を取得する取り組みを行ってきた。その他の病院も JCI を

含む国際標準の認証取得を推奨している。JCI の認証のための評価項目は、患者に対する医療サ

ービスに関するものと、医療機関の管理に関するものに大別され、医療機関の管理基準の中に看

護師を含む職員の資格及び教育が含まれている。したがって、インドネシアの病院は継続教育の

実施体制の整備やコンピテンシーに基づいた効果的な研修を行うことが求められることになった。 

  保健省は保健人材の中でも特に患者の接する機会の多い看護師の能力強化を医療サービス向上

の重要な手法と捉え、看護師登録証（STR）の有効期限の設定（5 年）及び更新のための継続研

修の義務化など、政策的努力を行っている。また、効果的な継続教育システムの確立に向けて、

プロジェクトでは看護実践能力（コンピテンシー）に基づいた人材育成のコンセプトを取り入れ

たラダーシステムの構築をめざしている。ラダーシステムの構築を保健省で担当していた BUK

は 2015 年 12 月に実行された組織改編により解体されたが、その後に引き継いだ BPPSDMK は終

了時評価でのインタビューで、インドネシアにおける看護実践能力強化のための人材育成システ

ムの構築の重要性は維持されていることが表明されたため、プロジェクトの妥当性も維持されて

いると考えることができる。 

  他方、インドネシアは日本と同様に地震や津波などの災害を多く経験しており、また、近年は

急速な高齢化が進んでいる。このような状況において、インドネシア保健省は面談時に、特に災

害看護と老年看護に関する知識や技能の向上や、それを実現するためのカリキュラム及び研修モ

ジュールの改訂・開発を重視していることが説明された。本プロジェクトではカリキュラム及び

研修モジュールの開発や改訂を支援するとともに、プロジェクトのカウンターパートに係わらな

いトレーナー養成を支援してきた。このように、プロジェクトはインドネシア側のニーズに合致

した支援を行ったことと考えられる。 

  なお、プロジェクトが開始された 2012 年 4 月に策定された対インドネシア共和国国別援助方針

が 2017 年 7 月の終了時評価時点でも有効であり（終了時評価時点では「国別開発協力方針」に名

称変更）、「アジア地域及び国際社会への課題への対応能力向上のための支援」を重点分野のひと

つと位置づけており、本プロジェクトにおいても、同戦略の中で、保健人材の国際化が進む今日

において、インドネシアにおける国際的な基準を意識した看護師育成を支援していることから、

プロジェクト目標と日本の援助方針との整合性は認められる。 
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（2）実施方法の適切性の検証 

1）本プロジェクトで採用した支援アプローチの適切性 

インドネシアでは看護師養成施設の増加や雇用拡大等により全体数は充足傾向にあるものの、

看護実践能力の向上が課題として指摘されていた。看護師の能力を適切に評価する仕組みは十分

に整備されておらず、また、能力向上のための研修プログラムは多数実施されていたものの、研

修内容が対象者のコンピテンシーに則した設定とはなっていないなどの問題も確認されていた。 

このような状況のもと、プロジェクトは、既に PPNI が枠組みを作成していたラダーシステム

に日本で実施されているラダーシステムに関する知見に基づいた改良を加える（成果 1）ととも

に、ラダーシステムに連動した形で対象者の能力に基づいた研修プログラムを強化（成果 2）し、

セミナーやワークショップを通じてプロジェクトの対象以外の病院への普及させる（成果 3）こ

とにより、継続教育システムの強化を図る（プロジェクト目標）ことをめざしている。プロジェ

クトは保健省、教育機関（大学及び専門学校）、病院が協力して継続教育システム作りを行って

おり、政策、理論、実践を担当する機関が有機的に連動したインドネシア側実施体制となってい

ることから、適用性、実施可能性の高い継続教育システム作りが可能となる。以上のことから、

インドネシアの看護師の看護実践能力強化を実現するための支援アプローチとしての論理的整

合性は得られている。 

しかしながら、これまで示してきたとおり、ラダーシステムのコンピテンシー・アセスメント

と Credentials の能力評価プロセスの同時運用による負担の問題が発生しているケースもあった。

看護実践能力強化のための手法としてラダーシステムの妥当性は確認されているものの、

Credentials と内容や運用方法に関する摺り合わせが十分実施されないまま対象病院での導入が

進められてしまったことは、実施方法の適切性を一定程度阻害したと考えられる。 

2）ジェンダーや民族、社会的階層、環境等に対する配慮 

本プロジェクトを実施するうえで、ジェンダーや民族、社会的階層、環境等に対して特別な配

慮が必要となる活動はない。 

 

４－２ 有効性 

以下の理由から、プロジェクトの有効性は中程度である。 

 

（1）プロジェクト目標の達成見込み  

  本プロジェクトは、インドネシアの看護師能力強化の方針や病院等の環境に沿った継続教育の

実施体制の強化をめざしている。そのため本邦研修が実施されたあとは、インドネシア側機関が

主導となり、ラダーシステムの強化やカリキュラム・教材開発を実施してきている。また、これ

らの作業は政策決定機関、研究・教育機関、臨床機関が協力して実施しており、臨床機関は特に

規模や歴史、種類（公立病院、大学病院、民間病院）が異なる。このような環境、条件でプロジ

ェクト活動を実施することで、適用性、実行可能性の高い院内教育の実施体制の強化が、終了時

評価時点では「仕組み」として提案できたものと考えられる。本プロジェクトで構築支援を行っ

た院内教育システムは高い有効性を示す事例がパイロット病院で得られたが、継続的な運営や他

の地域への適用を行ううえでの重要な課題も確認されており、詳細を以下に示す。 

  特にプロジェクトの前半では、プロジェクトはラダーシステムの標準化を中心にプロジェクト

活動を行った。これらの活動に対するインドネシア側機関のコミットメントは非常に高く、積極
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的にプロジェクトに取り組んでいた。他方、プロジェクトではより適用性、実施可能性の高い継

続教育システムとするために、政策決定機関、研究・教育機関、臨床機関のネットワークを構築

してこれらの活動に取り組んできた。そのため関係機関が多く、その連絡調整等に苦慮した場面

もあったものの、これらの取り組みによって、中間レビュー時には看護師コンピテンシー・アセ

スメント・ガイドラインのドラフトが行われていた。しかしながら、2015 年 12 月の保健省での

組織改編で BUK が解体されたことにより、ラダーシステム確立のための中央レベルでの活動は

大きく停滞した。現場レベルでは現地のカウンターパートと JICA 専門家が協力してプロジェク

ト活動は継続されたものの、看護師の Credentials のための Clinical Privilege がラダーシステムの

コンピテンシー・アセスメントの内容に一定程度の重複があることが確認された。ある病院では

看護師能力評価の業務負荷を理由にラダーシステムのコンピテンシー・アセスメントがほぼ実施

されていない状況であった。各病院が保有する研修コースと PK レベルとのミスマッチなども新

たな課題として確認されている。いくつかの病院ではラダーシステムの特性や効果、目的をよく

理解し、PK レベルに合った効果的な継続教育や人材配置計画、雇用計画が実現できている施設も

確認している。したがって、終了時評価時点では技術的観点ではラダーシステムの基盤は構築さ

れたと考えられるものの、効果的な運用を行うための大きな課題が残されていると考えることが

できる。 

  他方、カリキュラム開発については、本邦研修に参加した保健省、大学、病院のカウンターパ

ートを中心としたワーキンググループが主導して、関連する看護協会やポリテクニクス等の協力

機関とともに、特に中間レビュー以降に活発な活動が行われた。災害看護及び老年看護について

はカリキュラム及び研修モジュールの開発が終了し、TOT により全国にそれぞれ 60 名のトレー

ナーが保健省の予算で養成されている。クリティカル・ケアについても、カリキュラム及び研修

モジュール開発は終了している。保健省の予算的制約によりプロジェクト期間終了までに TOT は

できないものの、2018 年度の予算で 8 月の実施を予定している。また、行政機関（保健省）、教

育機関（大学や看護委員会）、医療機関（病院）による多分野で、大学や病院はさまざまな地域、

規模の組織で構成されるワーキンググループは、標準的なカリキュラム及び研修モジュールを開

発する組織としては効果的であり、インドネシア側もその有効性を認識し、プロジェクト期間終

了後もワーキンググループを維持する意向を示している。以上のことから、継続教育の強化に資

するカリキュラム及び研修モジュール開発とその実施体制は構築できたと考えられる。なお、プ

ロジェクトでは救急看護、クリティカル・ケア、災害看護、老年看護のカリキュラム及び研修モ

ジュール開発を支援したが、老年看護以外はカリキュラムに沿った院内研修は開始されていない

が、本邦研修や JICA 短期専門家等による指導などで得られた知識や技術を日常業務に生かして

おり、客観的な効果測定結果は終了時評価時点で得られていないものの、看護技術や態度、実践

が向上している印象があることはカウンターパート間での共通認識となっている。 

  このように、カリキュラム及び研修モジュール開発（成果 2）に関しては組織化も含めて大き

な進捗がみられているものの、ラダーシステムに関しては継続してインドネシア側が取り組むべ

き重要な課題が残され（成果 1）、直ちに非対象地域への適用を推進することができない状況であ

る（成果 3）と考えられたことから、協力期間内でのプロジェクト目標の達成は困難であると考

えられる。 
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（2）成果及びプロジェクト目標達成のための外部条件 

1）成果達成のための外部条件「国家保健政策の変更がプロジェクトの枠組みに甚大な影響を及ぼ

さない」の現状  

国家保健政策としては、協力機関を通してプロジェクトの枠組みに負の影響を及ぼすような変

更は生じていない。 

2）プロジェクト目標達成のための外部条件「プロジェクトの継続性に影響を及ぼすようなカウン

ターパート及びワーキンググループメンバーの交代がない」の現状  

2014 年 11 月の新政権発足の前後に人事異動が行われ、プロジェクト・ダイレクターとプロジ

ェクト・マネージャーが交代した。その後もプロジェクト・マネージャーの交代や、いくつかの

病院では看護を担当する副院長の交代も起っているが、インドネシア側との連絡調整はおおむね

適切に継続されており、インドネシア側のメンバー交代によるプロジェクトの継続性を阻害する

ような影響は生じていない。 

2015 年 12 月の保健省組織改革による BUK 解体の影響で、保健省におけるプロジェクト実施

体制が大きく変更されたことはプロジェクトの効果的な実施に一定程度影響を及ぼした。しかし

ながら、「実施プロセスの検証」でも示したとおりプロジェクトのモニタリング活動は十分でな

かった可能性が示唆されたものの、活動そのものは JICA 専門家と現場のカウンターパートと直

接コミュニケーションをとって実施されたため、活動そのものはおおむね予定通り実施できてい

る。 

 

（3）有効性への促進要因  

  「妥当性」の項で示した保健省による看護実践能力強化に向けた政策努力は本プロジェクトの

妥当性を高めただけでなく、ラダーシステムの導入や研修カリキュラム及び教材開発、普及のた

めの活動を推進するための大きな追い風となっている。 

  保健省との面談では特に災害医療及び老年医療の重要性を示しており、プロジェクトでの看護

分野に対する支援を高く評価している。特に老年看護についてはこのような潮流に乗ってワーキ

ンググループの活動が活発に実施され、当初の想定を越えて、終了時評価時点で中級カリキュラ

ム開発が精力的に進められている。 このことはプロジェクトの有効性を一定程度高めたといえる。 

 

（4）有効性に対する阻害要因  

  ラダーシステムは看護師の能力強化のために導入されたシステムであり、病院等ではラダーシ

ステムがどのように継続教育の強化に活用できるかに関する共通認識の獲得が、プロジェクト形

成時に十分なされていなかったために、ラダーシステムの実施を意識した研修カリキュラム作成

を行えないケースもあった。また、ラダーシステムの導入以前から病院が保有している研修カリ

キュラムは対象とする PK レベルが特定されていない場合もあり、院内の看護師教育を担当する

部署と研修を計画する部署の連携やラダーシステムの不十分な理解により、終了時評価時点でも

PK レベルと研修内容のミスマッチが発生しているケースを確認している。このことはラダーシス

テムの効果を一定程度阻害するものであり、プロジェクトの阻害要因として整理できる。 

  これまで示してきたとおり、ラダーシステムのコンピテンシー・アセスメントと Credentials の

ための能力評価（Clinical Privilege）が病院での看護実践能力強化への取り組みにおいて、開発段

階で 2 つの評価プロセスの業務負担が起こりうる状況を予見できず、速やかな担当総局間の調整
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がなされなかったことは、有効性への阻害要因となったものと考えられる。 

  他方、インドネシアに派遣された JICA 短期専門家による技術移転において、インドネシア語−

日本語の通訳を要する場合があった。これは英語でのコミュニケーションが困難なインドネシア

人、JICA 専門家に配慮したものであるが、医療分野の技術指導を正確な日本語で通訳できる人材

の確保は困難であり、円滑な技術指導が実施できないことがあった。このことはプロジェクトの

有効性を一定程度阻害したと考えられる。 

 

４－３ 効率性 

内外の要因により効率的なプロジェクトの実施が一部阻害されたため、プロジェクトの効率性は中

程度である。 

 

（1）プロジェクト活動の進捗管理 

  プロジェクトは 2012 年 10 月に開始され、業務調整/研修管理専門家が 2012 年 12 月に着任した

あと、プロジェクト事務所のセットアップやインドネシア側機関を含めたプロジェクト実施体制

の構築が行われた。しかしながら、チーフ・アドバイザー（JICA 専門家）が着任したのはプロジ

ェクト開始後 11 カ月後となり、それ以降本格的なプロジェクト活動が開始された。特にプロジェ

クト開始後早期に実施予定であったベースライン調査は諸事情によりチーフ・アドバイザーの着

任後に実施することとなり、調査内容や実施方法の作成、保健省内の承認プロセスを経て、実際

に調査が開始されたのが 2014 年 1 月となった。また、フィールド調査の外部委託機関の問題も生

じ、効果的なベースライン調査とはならなかった（エンドライン調査に関する問題は以下の「効

率性に対する阻害要因で記載」。このように長期専門家の投入のタイミング、ベースライン調査の

実施時期は適切ではなかった。また、エンドライン調査結果も、PDM の枠組みでの評価への活用

という観点からは、適切ではなかった。 

  特にプロジェクトの前半ではインドネシア側はプロジェクトに対して強い財政的コミットメン

トを発揮しており、持続性の観点からも理想的なコストシェアがなされている。しかしながら、

2014 年には、保健省のプロジェクト活動に対する予算に対して承認が得られていたものの、執行

許可が下りない事態が発生し、一部のプロジェクト活動が数カ月遅延したケースがあった。中間

レビュー以降も原則的にはコストシェアを念頭に活動が実施されたが、特に 2015 年 12 月の BUK

解体以降はインドネシア側予算の制約がより深刻になったため、クリティカル・ケアの TOT が実

施できないなどの遅延も発生した。そのため、プロジェクトも一部の研修活動運営費等の支援を

行うケースもあった。しかしながら、クリティカル・ケアの TOT については 2018 年度予算での

実施を計画しており、プロジェクト期間終了までには実施できないものの、近い将来には完了す

ることが見込まれている。また、プロジェクトで改訂・開発したカリキュラム及び研修モジュー

ルは TOT の機会や実際の院内研修の結果を評価し、必要に応じた見直し作業が進められる予定で

ある。見直しが終了し次第、順次、保健省 BPPSDMK による「国家標準」としての認証を取得す

る予定である。カリキュラム及び研修モジュールが国家標準となれば、これらのテーマでの研修

は全国の病院の院内教育に使用されることになる。なお、基礎老年看護カリキュラム及び研修モ

ジュールが 2016 年 10 月に保健省による承認を取得しており、全国の院内研修に使用されること

になっている。また、老年看護分野ワーキンググループを中心として独自に中級カリキュラム開

発が進められており、自立性が確認されている。 
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（2）提供された機器及び材料の有効利用 

  プロジェクトの実施機関である 5 つの大学にシミュレーター等の研修用機材が調達され、病院

における現任教育に活用されている。高度な機能を有するシミュレーターについては、その機能

を十分に活用した使われ方ができない場合も認められたが、JICA 専門家によるフォローアップが

適宜実施され、プロジェクト期間終了までには、おおむね適切に活用できるようになるものと見

込まれており、適切な投入であった。 

  他方、高度な機能を有するシミュレーター等については、メンテナンスも含む機器マネジメン

トの観点から、現任教育の現場である病院ではなく、大学に供与された。供与機材は必要時に病

院に貸し出されたり、動かせない電子機器を有するものについては、病院から大学に出向いて研

修が実施されており、投入としては適切であった。運用については、大学に設置された供与機器

の貸し出しや使用については大学−病院間で覚書（MOU）が締結されるなど目的に沿った使用（看

護スタッフの継続教育）ができるようになっているが、申請書提出などの手続きが煩雑となる場

合も認められた。また、プロジェクト期間終了後は、大学に設置された供与機材の使用は病院か

らの申請ベースで行われることとなる。供与機材は大学での教育に活用されることには問題はな

いが、プロジェクト期間終了後にも本来の供与目的通りに病院の看護スタッフに対する効果的な

研修に活用されるよう、プロジェクト期間終了後の効果的、効率的な供与機材の活用について、

プロジェクト期間終了までに関係者間で協議をしておくことが望ましい。 

 

（3）本邦研修で獲得した知識・技能の有効利用 

  終了時評価時点までに合計 7 回の本邦研修（ラダーシステム、継続教育システム、災害看護〔国

際人道援助研修（Health Emergencies in Large Populations：H.E.L.P.）〕、救急・災害看護、クリティ

カル・ケア、老年看護）が実施され、合計 130 名が参加した。研修から帰国したあとは、日本滞

在中に作成した活動計画に沿って、JICA 専門家の側面指導の下、インドネシア側機関が主導とな

ってプロジェクト活動が実施されており、本邦研修で獲得した知識・技能はインドネシアでのプ

ロジェクト活動の基礎、出発点として活用されるとともに、実際の継続研修や看護サービスに生

かされており、投入として適切であった。 

 

（4）効率性に対する促進要因 

1）国内でのスタディツアーの実施 

既に 2007 年からラダーシステムを導入していたファトゥマワティ病院にプロジェクトの初期

にワーキンググループメンバーがスタディツアーを行ったことで、インドネシアカウンターパー

トのラダーシステムに関する理解が容易となり、円滑なラダーシステムの導入が可能となった。 

2）看護人材育成に向けた関連組織ネットワークの構築 

職能団体である PPNI や専門職能団体である HIPGABI や HIPERCCI は、プロジェクトのワー

キンググループや保健省、大学、病院に対して技術的サポートを実施しており、このことはプロ

ジェクトの効率性を一定程度高めたと考えられる。 

 

（5）効率性に対する阻害要因 

1）ベースライン調査及びエンドライン調査の活用について 

上記「プロジェクトの進捗管理」で示したとおり、ベースライン調査は効果的にプロジェクト
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の基礎情報収集や活動計画策定に活用されなかった。また、2017 年 1 月に実施されたエンドラ

イン調査の結果には、調査条件の不備や得られたデータの解析や考察に不適切・不十分な箇所が

多く認められた。結果として、同調査の結果をラダーシステム導入の効果検証に係る PDM の指

標達成度合いの判断をするための客観的根拠としてプロジェクトの介入成果やラダーシステム

の有効性及び課題を測定できるような結果は終了時評価時点で得られなかった。このようにベー

スライン調査及びエンドライン調査の実施に対する投入（実施コストや時間、労力など）が、中

間レビュー及び終了時評価時に PDM の指標達成度の確認には活用できておらず、このことはそ

れぞれの調査目的達成に転化されなかったと考えられることから、たとえ調査結果がラダーシス

テムの進捗確認や改善のために今後活用される可能性があっても、両調査はプロジェクトの効率

性を一定程度阻害したものと考えられる。 

2）JICA 短期専門家投入のタイミング等 

プロジェクトは実施計画の活動のタイミングなどをインドネシア側と協議のうえで決定し、国

内支援委員会や JICA 本部と必要な専門性を有する JICA 専門家の選定と派遣タイミング等が協

議された。しかしながら、派遣される JICA 短期専門家は国内支援委員会の委員が所属する大学

等から先出される場合が多く、1〜2 週間程度のインドネシア派遣を行うためには大学の休暇期

間を活用する必要があり、プロジェクトの希望するタイミング、期間での派遣が実現しない場合

もあった。最終的には JICA 短期専門家による必要な技術協力は実施され、プロジェクト目標達

成に大きな影響は及ぼさなかったものの、JICA 短期専門家派遣のための連絡調整等に一定の労

力と時間を要する場合もあったため、本件はプロジェクトの効率性に一定の影響を及ぼしたと考

えられる。 

 

４－４ インパクト 

プロジェクトの実施によって、以下に示す正負のインパクトが確認または期待されている。   

 

（1）上位目標達成の可能性  

  本プロジェクトでは、「看護師の実践能力向上のための継続教育システムが他地域に普及する」

をプロジェクト期間終了後 3～5 年のうちに達成するべき上位目標として設定している。他地域へ

の普及を念頭に、プロジェクトでは PDM の成果 3 で「プロジェクトの経験（成果 1 及び 2）がプ

ロジェクト対象地域以外の研修機関等関係者に共有される」ことを設定している。他方、「妥当性」

の項でも示したとおり、インドネシア政府は病院機能の標準化、機能強化を重要視しており、す

べての病院が病院認証国家委員会の認証を取得することとしている。また、病院機能の国際標準

化に向けても、JCI の認証取得を推奨している。加えて、本プロジェクトで作成したラダーシス

テム国家ガイドライン（暫定版）が 2013 年に保健省から発効されている。このような背景の下、

インドネシアのすべての病院施設は継続研修システムの導入を進める必要があり、既にプロジェ

クト対象機関以外の多くの病院で何らかの形で導入が開始されていた。 

  ラダーシステム国家ガイドラインを大臣令として発効させるための手続きは中間レビュー時点

で開始されていたものの、種々の理由によって終了時評価時点でも審査プロセス中である。しか

しながら、これまで示したとおり、本プロジェクトの対象病院ではラダーシステムと Credentials

の 2 つのプロセスによる看護実践能力評価が運用されていることが確認され、効率的に両方を運

用している施設もあるものの、多くの病院では業務負担が増大している。大臣令は終了時評価時
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点から 3カ月程度を目途に発効されることが確認されていることから、非対象地域でもCredentials

に加えてラダーシステムの 2 つの評価プロセスの業務負担を強いることになるため、何らかの対

策が講じられなければ、上位目標である他地域へのラダーシステムの展開を推進できない状況に

あるといえる。また、保健省内のラダーシステムの責任機関であった BUK は 2015 年 12 月の組

織改編により解体され、暫定的に BPPSDMK がプロジェクト期間は担当することとなっている。

そのため BPPSDMKの下で評価基準の類似した看護実践能力の評価プロセスが運用される状況と

なった。したがって、BPPSDMK は早急に対応策についての検討を開始し、可能であれば 8 月に

実施予定である国家セミナーで一定の方向性を示すことが望まれる。また上述のとおり、

BPPSDMK がラダーシステムの責任機関となることはプロジェクト期間終了までの暫定措置とさ

れていたが、可能な限り 8 月のセミナーまでに運営管理や上記課題の検討を行う実施体制も明ら

かにしておくことが強く望まれる。 

  他方、カリキュラム及び研修モジュール開発に関しては、インドネシア側予算の制約により

TOT が実施できていないテーマが存在するものの、保健省による国家認証に向けた検証作業がそ

れぞれのテーマで進められている段階である。プロジェクト期間は残り 2 カ月程度での認証取得

は困難であるが、各ワーキンググループは何らかの形で本プロジェクトで得られたネットワーク

を維持する意向を示しており、プロジェクト期間終了も認証取得に向けた活動が継続される見込

みは高い。また、独自に中級レベルのカリキュラム及び研修モジュール開発を行ったり、活動予

算を獲得したりなど、終了時評価時点でも既にワーキンググループの自立性が認められる。した

がって、プロジェクト期間終了後もカリキュラム及び研修モジュール開発は継続・拡大されると

ともに、国家認証を経て他の地域への適用が実現する見込みは一定程度得られている。 

  「妥当性」の項でも示したとおり、保健省は災害医療及び老年医療を推進してゆく方向性を示

しており、上記のようなカリキュラム及び研修モジュール開発は今後もインドネシア側で継続・

発展することが見込まれ、全国的な裨益が大いに期待できる一方、ラダーシステムについては政

策・制度上の課題が認められている（本件は「持続性」で検討する）ため、プロジェクト期間終

了後 3 年程度で上位目標の達成を実現するには、早急な対応の開始が必須であると考えられる。 

 

（2）その他の正のインパクト 

1）大学での看護教育への影響 

老年看護分野はインドネシアにとって新しく、継続教育だけでなく看護教育機関での教育も重

要視されている分野である。終了時評価での面談調査では、プロジェクトの継続教育向けの教材

開発等で得られた知識等を各大学では看護学部学生への教育に生かされていることが確認され

ている。具体的には、カリキュラムの内容と学部学生に対する指導を摺り合わせたり、院内教育

用に供与されたシミュレーターなどを学部学生への指導にも利用したりしていることが確認さ

れた。このように、継続教育と大学教育の内容の一致性が高まり、卒前教育から継続教育に至る

一貫した看護人材養成に一定の正のインパクトが生じたものと考えられる。 

2）老年看護協会設立への動き 

インドネシアでは災害医療とともに老年医療の重要性が高まっており、保健大臣・保健省も

2015 年に病院での老年医療推進のための大臣令を発効するなどの政策的努力を強めている。こ

のようなインドネシアでのニーズの高まりに対し、本プロジェクトは老年看護教育推進のための

支援を行い、カリキュラム及び研修モジュール開発に係わるプロジェクト活動を通じて、インド
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ネシアでは比較的新しい分野である老年看護に関して他組織からなるネットワーク化がなされ

た。保健省を含むワーキンググループメンバーはワーキンググループを通した老年看護教育の実

施体制の確立の重要性を強く認識し、同メンバーを中心として老年看護協会の設立準備を進めて

いる。終了時評価時点では同協会の会則のドラフト作業が進められている。協会設立が実現でき

れば将来的な老年看護の発展に大きく貢献することが大いに期待できるため、本件は本プロジェ

クトによる正のインパクトと整理できる。 

 

（3）負のインパクト  

  これまで示したとおり、ラダーシステムのコンピテンシー・アセスメントと、Credentials のた

めの Clinical Privilege の内容に一定程度の重複が認められ、病院スタッフは類似した看護師能力評

価プロセスに多くの時間と労力を投入したケースも確認されている。本件は、ラダーシステム導

入による負のインパクトとして整理されることから、可能な限り早期に対応案が示せるよう、直

ちに保健省を中心とした関係機関で対策の協議を開始する必要性が強く示唆される。 

 

４－５ 持続性 

終了時評価時点では、プロジェクトによって生み出された便益の自立発展、自己展開を行ううえで

のいくつかの重要な課題が認められている。  

 

（1）政策的、制度的側面 

  「妥当性」及び「インパクト」の項で示したとおり、保健省は病院機能強化や看護実践能力強

化に向けた政策的努力を精力的に実施しており、プロジェクト期間終了後も継続される見込みは

高い。また、2014 年にはインドネシアで初めて看護法が施行され、現任教育の重要性に関する政

策的裏づけが得られている。しかしながら、これまで示してきたとおり、BPPSDMK の下で評価

基準の類似する 2 つのシステム（ラダーシステムと Credentials）が 9 つのプロジェクト対象病院

内で運用され、対象病院の多くは 2 つの評価プロセスを一緒に運用するために業務負担を強いら

れている。ラダーシステム国家ガイドラインは終了時評価時点で大臣令として間もなく発効され

ることが確認されており、このまま発効された場合にはプロジェクト対象病院以外の全国の病院

で同様の課題が惹起されることが予想されることから、保健省は解決のための取り組みを直ちに

開始することが強く求められる。 

  他方、プロジェクトで支援したカリキュラム及び研修モジュール開発については、それぞれの

テーマで国家標準としての認証取得のための作業が進められており、組織化も図られていること

から、制度的な持続性は一定程度期待できる。 

 

（2）財政的側面 

  ラダーシステムについては、大臣令が発効されればその運用は運営費負担も含めて病院の責任

となるため、財政的な持続性も得られることになる。 

  他方、カリキュラム及び研修モジュール開発については、各ワーキンググループが何らかの形

でネットワークを維持する意向を示している。災害看護ワーキンググループについては

BPPSDMK や保健人材計画・強化センター（PUSRENGUN）、保健サービス総局（YANKES）から

の予算措置が得られることが見込まれている。老年看護についても「インパクト」で示したとお
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り、終了時評価時点で看護協会設立に向けた具体的な動きが認められており、協会員からの会費

や受講者からの研修費用等で活動が維持・発展することは見込まれていることから、カリキュラ

ム及び研修モジュール開発については財政的持続性が一定程度期待できる。 

 

（3）技術的側面 

  プロジェクトはこれまで国家ガイドラインやコンピテンシー・アセスメント指標を作成してお

り、いくつかの病院ではラダーシステムを Credentials とともに運用し、継続研修や人材配置等に

対する効果を生み出していることが認められていることから、技術的にはラダーシステムは確立

されたと考えられる。しかしながら、これまで示してきたような運用上の課題に対応するために、

保健省は今一度、現在のインドネシアにおけるラダーシステムの運用実態を見直し、効率的な運

用方法に関する対策を速やかに行う必要性が強く示唆される。なお、プロジェクトの対象病院の

ひとつでは、本来のラダーシステムの目的や特性を維持した状態で、かつ Credentials の要求事項

を満たしたうえで運用の簡素化・効率化を効果的に図ろうとしている事例もある。他方、プロジ

ェクトでカリキュラム及び研修モジュール改訂・開発を支援した救急看護、クリティカル・ケア、

災害看護はワーキンググループ 2A、老年看護ワーキンググループ 2B としてネットワーク化がな

されており、各ワーキンググループは何らかの形でネットワークを維持する意向を示している。

また、カリキュラム及び研修モジュール開発には関連する看護協会が技術的アドバイスを実施し

ており、ワーキンググループメンバーの多くが協会員となっていることからも、プロジェクト期

間終了後も技術的持続性が担保されることは一定程度見込まれる。特に、これらの人材はプロジ

ェクト活動を通してカリキュラム及び研修モジュール開発のノウハウを獲得し、プロジェクト期

間終了後も自立的に開発作業を行えるだけの能力を獲得したといえる。実際に、老年看護中級カ

リキュラムは独自に開発が進められており、このことは、技術的な自立性を示す事例と考えられ

る。 

 

（4）総合的持続性 

  上述のとおり、プロジェクトで支援して開発されたカリキュラムは近い将来に国家標準として

認証されることが見込まれ、組織化も図られたことからカリキュラム及び研修モジュール開発に

関しては一定の持続性は担保されたと考えられる。一方で、そのような研修を効果的に運用する

ための仕組みとなるラダーシステムについては、Credentials との関連において必ずしも効率的な

運用方法が定まっていないことから、終了時評価時点では総合的な持続性は判断できない。 

 

４－６ 結 論 

プロジェクトのこれまでの継続的な努力により、災害看護や老年看護などのインドネシアで重要な

保健課題に対する研修カリキュラム、研修モジュールが開発され、そのためのネットワークも構築さ

れた。また、病院における効果的な継続研修や人材配置を行うためのラダーシステムについては、運

用ガイドライン案や看護師能力評価のための指標が作成されたことで、その技術的基盤は構築された

と考えられるが、終了時評価時点では効率的な運用を行うための課題もいくつか確認されている。 

 

5 項目評価結果について、プロジェクトはインドネシアでの重要な保健課題に対する支援を継続し

ており、妥当性は維持されている。また、インドネシアの看護実践能力強化のためのシステム構築の
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基盤は確立したものの、運用上の観点から有効性、効率性、持続性は中程度と考えられる。上位目標

の達成見込み（インパクト）を確実なものにするためにも、インドネシア側によるプロジェクト期間

終了後も継続した取り組みが行われることが求められる。 

 

そのために、合同終了時評チームは看護実践能力強化のためのシステム構築（プロジェクト目標）

の将来的な達成や確認されている課題の解決、プロジェクトで得られた便益の他地域への適用（上位

目標）に向けて、次章で提言を行う。 
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第５章 提言と教訓  

５－１ 提 言 

（1）ラダーシステムの強みを効果的に活用するために、研修内容と PK レベルのミスマッチを是正

する必要がある。各病院はプロジェクトが支援していない既存の研修コースの見直しを行い、必

要に応じてラダーシステムを活用した継続研修の計画や実施を考慮した改訂を行うことが推奨さ

れる。 

 

（2）ラダーシステムと Credential の仕組みについてより効果的・効率的な運用方法について模索し

ていく必要がある。保健省 BPPSDMK は、ラダーシステムの省レベルでの実施体制の明確化、ラ

ダーシステムと整合した Credential の運用の標準化も含め、いくつかの病院で確認された課題を

解決するためのより効率的な運用について早期に検討することが推奨される。 

 

（3）プロジェクトが開発した研修について、保健省 BPPSDMK は看護協会等の関係機関と協力し、

プロジェクト期間終了後も引き続き全国でのトレーナー養成と普及を行うことが推奨される。 

 

（4）プロジェクトがカリキュラム開発を支援した研修テーマについては、保健省 BPPSDMK はプロ

ジェクト期間終了後もプロジェクトで構築した関係機関のネットワーク（ワーキンググループ等）

を活用し、より高度な研修カリキュラムについても開発を検討していくことが推奨される。 

 

（5）地域の病院での看護師の対する継続研修内容の質を維持・向上するために、大学が引き続き指

導的な役割を果たすことが推奨されるとともに、プロジェクト期間終了までに大学と関連病院は

供与機材の効果的な活用も含め、地域の継続研修の実施体制、運用方法について具体的な協議を

行うことが推奨される。 

 

（6）プロジェクト期間終了後も、保健省 BPPSDMK は、インドネシア国民の健康課題の変化に応じ

て、課題を自らみつけ、看護の質の向上のための研修制度の継続的な改善を行うことが推奨され

る。 

 

５－２ 教 訓 

（1）中間レビューチームは PDM について、プロジェクト目標及び成果の達成状況を確認するため

には一部の指標の見直しが必要であることを確認し、プロジェクトに対して修正提案や用語や達

成度の定義、関係者間の共通認識の醸成の提案を行った。しかしながら、指標はプロジェクトが

成果やプロジェクト目標の達成度管理に使用するための物差しとしても活用されるべきという点

をインドネシア・日本双方のプロジェクト関係者が十分認識できておらず、中間レビュー後に実

施された JCC では、PDM 修正に関して協議されなかった。このため終了時評価では一部の成果

やプロジェクト目標達成の達成度測定において、PDM で定められた指標が活用できず、PDM に

基づいた達成状況の判断が困難となった。ここから得られる教訓としては、①JICA のプロジェク

トのモニタリング方法、そのツールとしての PDM について関係者の理解を十分得て活動を進め

ていくこと、②インドネシア・日本合同で実施している中間レビューの提言については確実に実
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施されるよう JCC 及び国内支援委員会の場などで JICA（事務所・本部）から働きかけることの

必要性である。また、協力開始時点での PDM の精度を上げることも必要である。 

 

（2）本プロジェクトでは 2015 年 12 月に主たるカウンターパート機関である保健省が大規模な組織

改編を行い、成果１の達成に係わるラダーシステムを担当する部局が 10 カ月間「空席」となった。

この組織改編は、プロジェクトが作成支援したラダーシステム国家ガイドライン（暫定版）やコ

ンピテンシー・アセスメント指標に沿った現場レベル（病院）での導入が進められていた時期と

重なった。保健省の担当部局が空席となっていたことにより、以下の 3 つの可能性があることが

終了時評価時に確認された。 

1）現場での導入状況のモニタリング・評価が適切に実施されなかった可能性 

2）保健省がラダーシステムと Credentials との二重基準のような状況が発生していることを適時

に把握できなかった可能性 

3）ラダーシステムが本来の特性や目的、効果とは異なった形で運用されていることを適時に把握

できなかった可能性 

 これらのことが成果 1、ひいてはプロジェクト目標の達成度に負の影響を生じさせる可能性があ

ることも示唆された。 

  このようにカウンターパートの組織体制の変更はプロジェクト活動の実施だけではなく、成果

やプロジェクト目標の達成の大きく影響する場合がある。また、大きな組織改編があった場合に

は、専門家とカウンターパート間の協議自体が難しくなることも確認されていることから、現場

レベルでの調整に加え、JICA 本部からの調査団派遣などによる協議等を適時に実施することが

必要である。 
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第６章 総 括  

６－１ 団長所感 

JICA 人間開発部保健第二グループ保健第三チーム 吉田友哉 

今回、標記プロジェクトの中間レビューに引き続き終了時評価調査にも参加することとなった。中

間時点では、インドネシア側の熱意及びオーナーシップによりプロジェクトが推進されていることが

確認できた。今回の終了時においてもインドネシア側のプロジェクトへの推進への意欲は非常に高い

ことが確認できた。 

こうしたインドネシアの努力に、日本側専門家、国内支援機関からのインプットが合わさり、目標

としていたカリキュラムが完成するとともに、終了時評価中に、ラダーシステムに関する大臣令にさ

れるなどの進展がみられた。改めて関係者の熱意に敬意を表したい。 

認証制度とラダーシステムの運用について、評価調査団でも議論があったが、効率的な運用の工夫

をみせている病院も複数あったことから、相互補完的かつ効率的に運用する方法についても好事例が

あることから、この 2 つの制度の運用についても大きな懸念はないものと判断された。 

将来的にはプロジェクトで形作った制度、カリキュラムが今後のインドネシアにおける看護能力強

化に寄与しうることが確認できたことは大きな成果であったと考えられる。 

一方で、今後のプロジェクト運営への教訓も得ることができた。例えば、ベースライン、エンドラ

インサーベイに関しては、実施機関の能力も事前によく想定する必要があったこと、PDM の改訂に

ついては時期を逃さず行う必要があったことなどである。今後のプロジェクトへの教訓として活かし

ていきたい。またワーキンググループの活用による活発な議論と実施、本邦研修の有効な活用などに

ついても他プロジェクトの参考となるものであったと考える。こうした面から、本プロジェクトはイ

ンドネシア看護能力への貢献のみならず、JICA としても今後参考とすべきプロジェクトであったと

いえる。 

今後、本プロジェクトのカウンターパートとなった大学、病院がインドネシアにおける看護能力強

化のリーダーとなることを期待したい。 

 

６－２ 技術参与所感  

（1）技術参与（看護教育） 

  日本赤十字九州国際看護大学 学長 田村やよひ  

  インドネシアの看護師たちの臨床実践能力の向上を目的とした本プロジェクトは、保健省と 5

国立大学看護学部、関連 9 病院を対象とした組織横断の大規模なものであった。5 年という時間

の経過中には、保健省の組織改革、カウンターパートの異動、長期専門家の交代などがあり、一

時的には活動レベルの低下もみられたものの、総括的にみてプロジェクト開始当初よりインドネ

シア看護関係者の熱意・関心は高いレベルで継続していた。また、経費の分担も行われていたこ

とも含めて、これらのことは特筆に値する。 

  成果 1 のラダーについては、日本においてもすべての施設・機関において十分な経験を有して

いるわけでなく、プロジェクト発足当時は筆者自身、国内支援委員長の役目を担いつつもどのよ

うに進展していくか不安を感じていた。しかし、日本赤十字社傘下の 92 病院では導入の経験を有

していること、日本赤十字九州国際看護大学が短期専門家の派遣や本邦研修の責任を負うという

本プロジェクトの立てつけからみて、筆者自身は見守ることしかできなかったのが実態であった。
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しかし、中間レビューの時点では、既に枠組みや評価項目がほぼ出来上がっており、大臣令とし

て発出されることが期待される状態であった。このことは、ラダーに対する現地の強いニーズが

あったことと日本側の効果的な投入の結果であったといえよう。ラダーに関する大臣令は今回の

最終評価期間中にサインがなされた。全国への普及には本プロジェクトに関係した方々の更なる

尽力が求められることは言うまでもない。また、今回の訪問で看護師の認証制度が動いているこ

とがわかったが、それと連動した形でのラダーの運用がなされない限り、病院等の現場では評価

疲れを起こしかねないという懸念もある。ワヒディン病院、ハサン・サディキン病院の好事例を

全国に普及する取り組みを強めることが必要に思われる。 

  成果 2 は、看護継続教育カリキュラムの見直し、開発であった。救急看護はインドネシアにお

いて既にカリキュラムが存在したため、その見直しとアドバンスカリキュラムを開発することで

あったが、災害看護及び老年看護に関しては初めての取り組みであった。新たな看護領域のカリ

キュラム開発を通して、その基本的な知識や方法は学習できたと考えられる。インドネシアでは

2035 年に高齢者人口が 10％になると予測されており、間もなく疾病構造の変化が表面化するであ

ろう。今後、癌、心臓病、糖尿病などの慢性病看護に関する継続教育カリキュラムが必要になる

ことは明らかである。その開発はインドネシア人看護師自らの手で進めることを期待したい。ま

た、成果 2 の取り組みは、大学のカリキュラムにも正の影響があった。インドネシアの将来を考

えるとこれは重要である。 

  看護師たちがより高い知識をもって看護実践に携わることは、インドネシア国民の生活の質に

とって重要な要素であることは言うまでもない。今後の発展を大いに期待する。 

 

（2）技術参与（看護教育） 

  国立国際医療研究センター国立看護大学校 学部長 濱本洋子 

  2011 年 3 月に「インドネシア国の看護に対し、日本ができる貢献」を検討する調査団に参加し

た。帰国後に関係者と協議を重ね、EPA で来日しているインドネシア看護師への支援と限らず、

インドネシア看護界全体に貢献できるプロジェクトを企画すべきという結論に至った。また、本

プロジェクトの実施にあたって ①日本からの提案ではなく、インドネシアからの自発的な提案

を促す ②1つの大学や少数の病院に限ることなく、インドネシア全体を網羅できるようカウンタ

ーパートを募るの 2 点を JICA に提案した。 

  本プロジェクトでは、インドネシア国の 5 大学及び関連する 9 病院をカウンターパートとし、

①「ラダーシステム」、②「災害看護・クリティカルケア」、③「高齢者看護」の 3 領域でワーキ

ンググループを組織し、研修等を企画・実施することとなった。当初からインドネシア側は積極

的に臨み、特に現場の病院看護スタッフの意気込み、熱心さには圧倒されんばかりであった。イ

ンドネシアの看護職が日本の実践する看護を見聞し、インドネシアが吸収すべき課題を自ら選定

する、そうした自主的な取り組みによってスタートしたことが意欲を高めたのではないかと察し

ている。 

  「ラダーシステム」については、病院看護職の管理に応用できるという観点で取り組まれ、今

後は全国規模での導入という展開になっている。あまねくこの制度が定着し、発展することを期

待する。また、評価結果が被評価者にフィードバックされれば、自身の課題に気づき自己研鑽に

つながることが期待できる。さらに、動画等を駆使した e-ラーニングシステム等の開発は自己研

鑽を全国規模で推進できるのではないかと推察している。 
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  日本では東日本大震災後、「災害看護」領域で新たな展開が報告されている。災害直後の効率的

な救命活動は最も重要であるが、被災や避難所生活が慢性疾患を悪化させ、精神面にも長期にわ

たって負の影響を与え、社会的弱者である子どもや高齢者には特別なケアが必要であることが明

らかにされつつある。今後は、インドネシア、日本両国でこうした情報を共有し、共同研究を展

開できるのではないかと期待している。 

  日本において「高齢者看護」は喫緊の課題であり、彼らの尊厳を尊重しつつ、若い世代に過度

の負担とならない解決策を求めて試行錯誤を重ねている。一方、高齢者数の増加はがん患者数の

増加でもある。患者の年齢や病態に合わせたさまざまな介入が必須である「がん看護」に、日本

は熱心に対応してきた。インドネシアにおいても今後は「がん看護」が重要な課題のひとつにな

るものと推察され、日本の経験が参考になるかもしれない。 

  本プロジェクトに関与でき、インドネシアの意欲あふれる看護人材と接し、エネルギーをいた

だき感謝している。インドネシアの看護の発展を心から願うものである。 



 
 

 

 



 

 

 

 

付 属 資 料 

終了時評価調査協議議事録（M/M）及び 

「Joint Terminal Evaluation Report（英文）」（Annex 含む） 
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